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第 1章 奥尻町発展計画とは 

１ 発展計画策定の趣旨 
奥尻町では、平成２３年度からまちづくりの指針となっていた『第 5 期奥尻町発展計画』の計画期間が

令和２年度末で満了となることに伴って、新たに『第 6期奥尻町発展計画』を策定しました。 

 

発展計画は、中長期的なまちづくりの基本的な方向性を定めた町政運営の指針となるものです。 

今後も進行することが予想される少子高齢化による人口減少を現実として受け止め、目指す将来像・

目標を明らかにし、将来にわたり、まちの活力を保ち続けるため、また本町の魅力を未来に引き継いでい

くため、『第 6期奥尻町発展計画』を策定し、10年間のまちづくりを進めていきます。 

 

 

 

 

２ 発展計画策定の性格と役割 
『第 6 期奥尻町発展計画』では、刻々と変化する社会や経済の動向など、奥尻町を取りまく状況の変化

や多様化する町民ニーズを踏まえながら、将来に向けたまちづくりの目標と方針を定め、時代の変化に対

応した新たな視点に立ったまちづくりの方向性を示します。また、町民とともに地域の将来を創造し、それ

を実現するための町民共通の目標と具体的な手立てを掲げます。 

 

▼『第 6期奥尻町発展計画』の役割 

行政運営の指針 
奥尻町の中長期的な展望や環境の変化に対して、柔軟かつ迅速に、計

画的に対応していくための指針としての役割を果たします。 

最上位計画としての指針 

奥尻町の最上位計画として、施策ごとに「ビジョン」と達成に向けた「基

本姿勢」を示し、個別計画の策定及び見直しを行う際の指針としての役

割を果たします。 

町内外に尊重される指針 

奥尻町の様々な主体（町民・団体・事業者等）の活動指針であり、国・道

が事業を実施する際に、最大限尊重されるべき指針としての役割を果

たします。 
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3 発展計画の構成と期間 
（１）構成 

 『第 6期奥尻町発展計画』の構成は、基本構想と基本計画の 2層構造とし、7つの政策と 23の施策か

ら成ります。 

基本構想では、奥尻町が目指す将来像や、それを実現するための政策などを記載します。 

基本計画では、基本構想に基づいて、具体的にどのようなまちづくりを進めていくかを示す施策と、施

策を実現するための個別施策・重点施策、計画期間の満了までに何をどの程度進めるかを示す目標を記

載します。 

重点施策には、個別施策の中で『第 2 期奥尻町創生総合戦略』・『奥尻町強靭化計画（令和３年３月改

訂版）』の施策と関連の深いものを位置づけます。 
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（２）期間 

 『第 6期奥尻町発展計画』の期間は、基本構想を 10年間とし、基本計画を前期 5年間・後期 5年間と

します。 

 

 

 

 

 

（３）総合戦略・国土強靭化計画との一体策定 

①奥尻町創生総合戦略 

奥尻町では、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞ

れの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくため、まち・ひと・

しごと創生法第 10 条に基づいて、市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策を定

めた『第 2期奥尻町創生総合戦略』を策定しています。 

『第 6 期奥尻町発展計画』では、計画で定める各種の施策を総合戦略と連携させるため、人口減少へ

の対処として、総合戦略の施策と関連する個別施策を重点施策として位置づけます。 

 

②奥尻町強靭化計画 

奥尻町強靭化計画は、大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧・復興に資する

施策を、まちづくり政策や産業政策も含めた総合的な取組として計画的に実施し、強靱な奥尻町の地域

づくりを推進するための計画です。 

我が国では、平成 25年に「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強

靱化基本法」（以下「基本法」といいます。）が制定され、この中で、基本理念において、国土強靱化に関す

る施策の推進は、大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧・復興に資する施策の

総合的、計画的な実施が重要であるとされています。 

奥尻町では、『第 6 期奥尻町発展計画』と強靭化計画を連携させるため、強靭化計画の施策と関連す

る個別施策を重点施策として位置づけることで、これからのまちづくりにおいて、強くしなやかな奥尻町の

実現を図っていきます。 

  

 R3 R4 R5 R6 R7 R８ R9 R10 R11 R12 

基本構想 10 年間（令和 3 年度～12 年度） 

基本計画 前期 5 年間 後期 5 年間 

 

 
  

奥尻町創生総合戦略 第 2 期 第 3 期 

奥尻町強靭化計画 令和 2 年 3 月改訂版 令和 8 年度改訂版 
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4 計画相互間の関係性 
 『第 6期奥尻町発展計画』では、『第 2期奥尻町創生総合戦略』と『奥尻町強靭化計画（令和３年３月改

訂版）』の 2つの計画の内容を含んだ、3計画の一体的な策定を行いました。 

 『第 6 期奥尻町発展計画』では、3 計画の施策を一体的に推進することで、発展計画と総合戦略・強靭

化計画の施策相互間の調和を取り、より効率的に施策を推進することを目指します。 

具体的には、『第 6 期奥尻町発展計画』の基本計画の施策の中で、『第 2 期奥尻町創生総合戦略』・

『奥尻町強靭化計画（令和３年３月改訂版）』の施策に該当するものを「重点施策」に位置づけ、これからの

まちづくりにおいて特に注力する施策とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）地域計画は、国土強靱化の観点から、地方公共団体における様々な分野の計画等の指針となるものであり、国における基

本計画と同様に、地域における国土強靱化に係る計画等の指針としての性格を有します（「基本法」第十三条）。 

 

 

 

 

 

 

 

  

個別計画 個別計画 個別計画 個別計画 

第 2期 

奥尻町創生総合戦略 
第 6期奥尻町発展計画 奥尻町強靭化計画 

調
和 

調
和 

指  針 

一体策定 
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5 計画の進行管理 
(1)政策体系（政策・施策・個別施策の体系）に沿った進行管理 

日々の行政の業務は、行政目的を実現するために行っています。行政活動は、「政策-施策-個別施策」

という「目的-手段」の体系をなし、それぞれの関係が有効に機能して初めて、ビジョンや目標が達成され

ます。これを「政策体系（36ページ参照）」といいます。 

「政策-施策-個別施策」の政策体系を整理することで、各課が所管する個別施策（または施策）が「ど

の施策（または政策）の目的達成に向け実施しているのか？」を再認識することができます（目的の明確

化）。 

さらに、施策の目的を実現するために、他の有効な方法や手段の活用など、他事業との優先順位の比

較、あるいは、行政だけで実施するのではなく、民間や地域に役割を担ってもらう等の手法の選択を整

理して考えることもできます。 

 

 

 

 

(2)「PDCAサイクル」に基づく進行管理 

本計画の実行性を担保するためには、進行管理の仕組みが重要です。進行管理に当たっては、本計

画（Plan）の内容に基づいて、事業を推進（Do）し、評価・検証（Check）とその結果を踏まえた見直し

（Action）を継続的に実施する必要があります。また、必要に応じて計画の改善や見直しを行い、その

結果に応じて改めて計画を立案（Plan）していく事が重要です。 

本計画では、PDCAサイクルの考え方に基づき、進行管理を行っていきます。 

  

Plan（計画） 
計画の策定・見直し 

Do（実行） 
施策・事業の実施 

Check（評価） 
進捗の評価・検証 

PDCAサイクル 

Action（見直し） 
事業手法の見直し 
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第 2章 奥尻町の「いま」を知る 

１ 奥尻町の概要 
（１）位置・地勢・気候 

奥尻町は、北海道の南西端、東経 139°31′04″、北緯 42°10′11″に位置し、江差町の西北

61km・せたな町の南西 42km の日本海に浮かぶ離島です。東西 11km、南北 27km の南北に長い台

形状の島で、周囲は 84kmにも及び、複雑な海岸線は海洋資源の宝庫となっています。 

町域面積は、142.98㎦で、北海道内の離島では利尻島に次ぐ 2番目に大きな島（北方領土を除く）と

なっています。 

地形は、山林 71.4％、原野 19.6％（平成 13年調査）を占めており、島中央部には標高 584.5ｍの神

威山があります。島の全域は花崗岩の段丘で形成され、その段丘を横切って河川が流れるため滝が多い

地形となっています。また、東海岸は比較的平野部が多く、西海岸は断崖が続く地形で、かつて硫黄が採

鉱されていたこともあり、温泉が湧く島です。 

昭和 35年 4月 20日には、奥尻町全島をはじめ、旧大成町、旧熊石町、乙部町、江差町、上ノ国町を

含む面積 17,013haが「檜山道立自然公園」に指定され、自然美が豊かな観光地でもあります。 

気候は、北海道でも南西部に位置することから年間平均気温9.4℃、降水量 1,333ｍｍと比較的温暖

な気候条件となっています。 
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（２）交通 

 令和 2 年 12 月現在、島外からは檜山郡江

差町の江差港から、フェリーが 1 往復／日（夏

期は 2 往復／日）。函館市の函館空港から航

空機が 1往復／日となっています。 

島内では、奥尻地区から島の南部方面と北

部方面に町有バスが運行されています。 

 

 

 

 

（３）町の歴史と沿革 

町名は、古いアイヌ語の「イクシュン・シリ」その後「イクシリ」と訛ったもので、「向こうの島」を意味するこ

とが由来となっています。歴史は古く、約８千年前の縄文時代早期に人が移り住み、多くの貴重な遺跡や

遺物が出土しています。 

明和４（１７６７）年に田口九兵衛が漁業を営むために移住して以来、永住する人が増えたといわれ、明

治２年に奥尻島全体が「奥尻郡」となり、明治１２年に戸長役場が置かれ、明治３９年に「奥尻村」、昭和４１

年に現在の「奥尻町」となりました。 

島の基幹産業は、古くから水産業が盛んで「夢の島」「宝の島」と呼ばれ、明治末期まではニシン漁が主

体でした。近年はイカやホッケの近海漁業や、ウニ、アワビを中心とした磯根漁業が主であり、その豊富な

海の幸を求めて観光客が増え、水産業と観光業に力が注がれています。 

奥尻港湾、奥尻空港の整備、江差・瀬棚間の定期フェリー就航など、交通面を中心に島の生活環境の

整備も進んでいましたが、平成５年の「北海道南西沖地震」で壊滅的な被害を受けました。 

当時、島の再建は絶望的といわれましたが、全国からの物心両面による温かい支援や協力によって町

民が一丸となって復興に立ち上がり、策定した「奥尻町災害復興計画」に沿った防災対策をはじめとする

復興をわずか５年間で果たすことができ、平成１０年に「完全復興宣言」をするに至っています。 

その後も「災害に強い町」を基調にまちづくりを進め、歴史に裏打ちされた先人の苦労や偉業を尊びな

がら、豊富な水産資源や貴重な観光資源を活かした奥尻町のさらなる発展と、ここに住む町民の幸福を

願いながら現在に至っています。 

 

 

 

 

  

江差町と奥尻町を結ぶフェリー 
（出典：奥尻町ホームページ） 

青苗遺跡出土の首飾 
（出典：.『新 奥尻町史』下巻） 

岸壁での漁業風景 
（出典：『新 奥尻町史』下巻） 
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（４）町内の地区と主な施設 

奥尻町は、大きく松江地区、富里地区、青苗地区、米岡地区、湯浜地区（神威脇）からなる南部地域、奥

尻地区、赤石地区、球浦地区からなる中部地域、稲穂地区、宮津地区、湯浜地区からなる北部地域に分

けられます。 

また、町内には各地区に公共施設等が点在しており、主な公共施設は、島の東岸の奥尻地区、島の南

端の青苗地区に集中しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

賽の河原公園 

奥尻小学校 

奥尻港みなと公園 

函館建設管理部奥尻出張所 

海洋研修センター（ワラシャード２１） 
奥尻町役場 

江差警察署奥尻駐在所 

うにまる公園 

ファミリーパーク 

奥尻高等学校 

奥尻中学校 

町民センター 

環境センター 

青苗小学校 
青苗幼稚園 

奥尻幼稚園 

凡 例 

公園緑地 

公共施設 

教育施設 

医療・福祉施設 

青苗診療所 
江差警察署青苗駐在所 

奥尻島津波館 

徳洋記念緑地公園 

青苗歯科診療所 
奥尻消防署青苗分遣所 

特別養護老人ホームおくしり荘 
高齢者生活福祉センター 

リトーレパークゴルフ場 

北追岬公園 

神威脇温泉保養所 

あわび種苗育成センター 

復興の森 

国民健康保険病院 
保健福祉センター 

奥尻消防署 

航空自衛隊 
奥尻島分屯基地 

神威山 

球島山 

勝澗山 
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２ 町民の声 
（1）アンケート調査の実施概要 

 奥尻町では、令和 2年に今後のまちづくりを考えるため、町民の皆さまを対象にアンケートを行いました。 

 

表：アンケートの実施概要 

実
施
方
法 

調査地域 奥尻町全域 

調査対象 満 18歳以上の町民 

抽出法 住民基本台帳に基づく無作為抽出 

調査方法 郵送配布－郵送回収 

調査期間 令和２年４月～令和２年５月 

配布数 2,000票 

結
果 

有効回収数 1,028票 

有効回収率 51.4％ 

 

 

（2）アンケート調査結果から見る町民の皆さまの声 

①町の住みやすさ・定住意向 

 回答いただいた町民の皆さまのうち、現在の奥尻町が住みやすいと感じている人は全体の約 6 割で、

なぜ住みやすいかの理由としては、「自然環境がよい」や「長年住み慣れて愛着がある」「近所づきあいが

しやすい」などが挙げられます。 

 一方で、住みにくいと答えた人も約 2 割おり、その理由は交通が不便であることや買い物に不便である

こと、病院や福祉施設が少ない等の、インフラに関わる不便さからくるものでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「住みやすいとは言えない理由」の回答 

68.2

63.0

56.9

39.8

15.2

13.7

12.8

12.3

11.4

6.2

3.3

2.8

2.4

2.4

0.9

2.4

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交通の便がよくない

病院や福祉施設が少ない

買い物に不便

働く場所が少ない

行政のサービスが充実していない

子育て環境や教育環境がよくない

公共施設（体育館等）が整っていない

道路等の生活環境が整っていない

レクリエーションの場が少ない

近所づきあいがしにくい

自然災害が多い

歴史・文化資産の活用が不十分

治安や防災対策が整っていない

家・土地が取得しにくい

自然環境がよくない

その他

無回答
全体(n=211)
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②結婚・出産・子育て 

結婚支援策については、これから重点的に取り組む必要があるものとして、「安定した雇用の支援」が

約６割となっています。出会いの創出などの具体的な婚活関連事業よりも、日々の安定した生活を支援・

創出することで、結果として結婚支援につながることが読み取れます。 

 子育てについては、現在の奥尻町は子育てをしやすいと感じている人数と、子育てをしにくいと感じて

いる人数は概ね同数ですが、子育てしにくいと感じている人の割合が若干高くなっています。 

これを踏まえて、理想的な子どもの数を実現するために障害となることについて尋ねると、「子育てや教

育にお金がかかりすぎる」が約４割と最も高く、「子どもを預ける施設が整っていない」が約３割と続いて

います。 

今後、子育てに関する支援として奥尻町が最も力を入れるべきことでは、「子育て支援施設の拡充」が

約２割と最も高く、「子育てに関する母子の保健・医療体制の充実」（約１割）が続いています。 

  
「重点的に取り組むべき結婚支援策」の回答 

58.3

26.4

18.0

11.9

5.3

5.2

2.1

1.0

7.3

1.3

21.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安定した雇用の支援

若い夫婦への住まいの支援

婚活イベントなどによる出会いの場の提供

結婚祝い金などの経済的支援

結婚を推奨するようなＰＲ

結婚相談窓口（仲立ち）

若い世代への結婚に関する講習会

交際術やマナーなどを学ぶ講座

行政がやる必要はない

その他

無回答
全体(n=1028)

「今後、子育てに関する支援として奥尻町が最も力を入れるべきこと」の回答 

18.8

14.9

12.6

7.7

6.0

4.1

1.4

2.8

2.4

29.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て支援施設の拡充

子育てに関する母子の保健・医療体制の充実

各種助成をはじめとする金銭的なサポートや現物給付

子どもを預かる支援施設の質の向上

子どもを預かる保育時間の延長

子育てに関する施設・支援・イベントなどの

情報提供の充実

子育てに関する様々な講座・イベント・講演会の開催

行政が行うサービスをこれ以上増やす必要はない

その他

無回答

全体(n=1028)
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③今後のまちづくりの方向性 

 奥尻町が目指していく方向としてどちらがよいと思うかでは、＜産業中心か、生活中心か＞では「生活

中心」、＜賑わいか、ゆとりか＞では「ゆとり」、＜施設整備か、活動内容か＞では「活動内容」、＜個性的

か、平均的か＞では「平均的」の割合が高くなっています。 

 町民の負担と行政サービスのあり方では、“（負担が増えても）サービスを重視する”が約４割、“（サービ

スが低下しても）負担維持・負担減を重視する”が約５割となっています。 

 奥尻町の行財政運営において、今後特に重点をおく必要があることでは、「町が行っている事務や事業

の見直し（廃止・統合・縮減など）」、「社会の変化に対応した、簡素で機能的な行政組織の整備」、「職員の

人材育成（能力向上や意識改革など）」、「職員の定員や総人件費の適正化」の４項目が約３割と高くなっ

ています。 

個々の事務や事業内容というよりも、上位概念である行政経営のあり方に対し、回答が集まっているこ

とが読み取れます。 

 

 

 

  

ⅰ 活力のあるまちづくり

ⅱ 交流のまちづくり

ⅲ 美しい循環型のまちづくり

ⅳ あんしんで生きがいのある

まちづくり

ⅴ 快適に暮らせるまちづくり

ⅵ あたたかい人を育てる

まちづくり

ⅶ みんなでつくるまちづくり

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

-0.50 -0.40 -0.30 -0.20 -0.10 0.00

重点的に取り組むべき施策 一層の充実が期待される施策

重要度 高

満足度 高満足度 低

重要度 低

まちづくりの重要度・満足度 
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④まちづくり活動への意識 

 地域のまちづくり活動への参加意欲では、「すでに参加しているし、これからも参加したい」（22.0％）が

最も高く、「参加してみたい活動はあるが、自分の条件（時間、内容等）に合わない」（16.1％）が続いてい

ます。まちづくり活動への参加意欲がある方が多いと考えられます。 

 地域のまちづくり活動の情報入手先では、「広報おくしり」が約８割と最も高くなっています。 

 地域のまちづくりを進めていく上での町民と行政の関係では、「住民と行政が協力しながら、一体となっ

てまちづくりを進める」が約６割と最も高くなっています。 

 町民と行政の協働によるまちづくりを進めるために必要だと思う取組では、「町民の意見や要望が反映

される仕組みづくり」と「行政情報の公開・提供」が約４割と高くなっています。 

 まちづくりに町民の意見や要望が反映されていると思うかでは、“反映されていると思う”が約２割、“反

映されていないと思う”が約４割となっています。 

 奥尻町の今後のまちづくりについての関心では、“関心がある”が約７割、“関心がない”が２割となって

います。非常に関心が高いことがうかがえます。 

  

奥尻町の今後のまちづくりについての関心 

28.6

32.9

24.1

26.7

28.1

22.3

32.5

30.6

28.5

24.2

26.8

32.5

31.0

30.3

22.6

10.0

27.6

21.4

41.2

42.9

41.8

44.1

50.0

50.6

54.0

41.1

46.8

33.6

45.2

47.3

47.5

44.6

31.8

54.8

70.0

40.9

28.6

41.2

16.5

15.4

17.8

18.3

14.6

11.5

20.5

14.7

18.5

17.7

14.3

15.0

15.6

21.2

9.7

20.0

14.7

35.7
5.9

3.5

3.8

3.2

1.7

5.6

8.6
4.0

2.8

1.5

1.6

6.3

​
2.8

6.1

3.2

​

4.3

1.8

5.9

8.5

6.1

10.7

3.3

1.1

3.6

2.0

5.2

17.9

11.3

5.4

5.0

6.0

10.6

9.7

​

12.5

12.5

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1028)

【性別】

男性(n=526)

女性(n=494)

【年代別】

20歳代以下(n=60)

30歳代(n=89)

40歳代(n=139)

50歳代(n=151)

60歳代(n=252)

70歳以上(n=330)

【地区別】

稲穂地区(n=62)

宮津地区(n=112)

球浦地区(n=40)

奥尻地区(n=397)

赤石地区(n=66)

松江地区(n=31)

冨里地区(n=10)

青苗地区(n=232)

米岡地区(n=56)

湯浜地区(n=17)

大変関心がある いくらか関心がある あまり関心がない まったく関心がない 無回答
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出典：国勢調査（昭和 55 年～平成 27 年）,国立社会保障・人口問題研究所人口推計 

5,490 

3,921 

2,305 

1,154 
10 %

24 %

42 %

52 %

0

10

20

30

40

50

60

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

単
位
：％

単
位
：人

年齢階級別人口・高齢化率の推移

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人） 高齢化率

奥尻：858人

青苗：651人

球浦：

230人

米岡：

221人

宮津：

188人

湯浜：139人

赤石：123人

稲穂：106人

富里：95人

松江：79人 地区別人口（平成27年）

出典：平成 27 年国勢調査 

3 奥尻町における喫緊の課題 
（1）少子高齢化と人口減少 

①人口の推移 

平成 27年までの国勢調査のデータを見ると、総人口は昭和 50年代から一貫して減少する傾向に

あり、年少人口・生産年齢人口ともに一貫して減少しています。老年人口は令和 2年頃までは微増傾

向ですが、それ以降はすべての年代で減少となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地区別の人口 

地区別の人口では、奥尻地区と青苗地区の割合が高いものの、いずれの地区も減少傾向にあり、数年

後には地区の人口 100人、世帯数 50世帯を下回ることが予想される地区もあります。 
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③人口の構成 

人口ピラミッドから見る奥尻町の大きな課題は、働き盛りの世代の大幅な減少により、町の機能の維持

が難しくなることであると考えます。出生数の増加による自然増や、島への移住者を増加させたり、島外

への流出を防いだりすることによる社会増の両面から、島の担い手を確保していくことは喫緊の課題で

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50

36

51

37

59

113

80

78

83

90

80

99

104

111

84

86

87

34

10

36

36

44

30

26

28

52

69

50

56

81

103

124

136

113

116

93

81

44

0 50 100 150

050100150

0～4歳（人）
5～9歳（人）
10～14歳（人）
15～19歳（人）
20～24歳（人）
25～29歳（人）
30～34歳（人）
35～39歳（人）
40～44歳（人）
45～49歳（人）
50～54歳（人）
55～59歳（人）
60～64歳（人）
65～69歳（人）
70～74歳（人）
75～79歳（人）
80～84歳（人）
85～89歳（人）
90歳以上（人）

平成27年

男性 女性

出典：平成 27 年国勢調査 

10
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11
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16
17

13
20

24
34

41
39
39

42
41

32
25

17

10
10
10

8
6
9
9
10
12
15
18
17

33
45

38
41

55
58

77

0 50 100 150

050100150

0～4歳（人）
5～9歳（人）
10～14歳（人）
15～19歳（人）
20～24歳（人）
25～29歳（人）
30～34歳（人）
35～39歳（人）
40～44歳（人）
45～49歳（人）
50～54歳（人）
55～59歳（人）
60～64歳（人）
65～69歳（人）
70～74歳（人）
75～79歳（人）
80～84歳（人）
85～89歳（人）
90歳以上（人）

令和27年（予測）

男性 女性

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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（2）産業からみる奥尻町 

①就業人口の問題 

就業人口は、全体を見ると平成 17年から平成 27年までの 10年間で約 500人減少しています。産

業構造については、第 1次・第 2次産業の比率が今後も大きく減少する可能性があります。 

現在奥尻町では、漁業や水産業、島外からの観光客を相手としたサービス業等が主たる産業となって

いますが、将来的に担い手の高齢化や働き手の減少が顕著となり、主力産業の一つである水産業・漁業

の生産量や生産額の減少や、観光客の受け入れ体制が脆弱となることが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要産業の課題  

▶漁業 

 主要な産業の一つである水産

業では、気候の変化等の影響も

あって、イカ、ホッケ等の漁獲量が

減少しています（農林水産省海面

漁業生産統計調査）。これらの魚

種は、奥尻町における主要な魚種

となっていることから、漁業に対す

る影響も大きくなります。 

 奥尻町では、『第 5 期奥尻町発

展計画』においても「つくり育てる

漁業」を進めてきましたが、今後

も引き続き養殖の推進を行うこと

で、多角的な水産業の展開を図っ

ていく必要があります。 

 

  

出典：各年の国勢調査 

234 191 151 

398

205 171 

1,220

1,060 1,020 

平成17年 平成22年 平成27年

（単位：人）

産業別就業人口の推移

第1次産業 第2次産業 第3次産業

出典：令和元年度「海面漁業生産統計調査」 

ほっけ

32.2%

いか類

30.1%

うに類

15.3%

たら類

9.1%

たこ類

7.5%

貝類

2.8%

ひらめ・かれい類

1.3%

海藻類

1.0% さけ・ます類

0.5%

魚種別漁獲量の比率（令和元年度）
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▶観光 

 観光客は夏期を中心に年間 5 万人程度で推移していましたが、震災、フェリー航路の改正、新型コロナ

ウイルス感染症などの影響などにより大きく減少しています。 

他方、奥尻町の観光は夏期を中心とした食がメインのものでしたが、現在、島内の民宿等が主となって

いる観光客の受け入れ施設については、規模が小さいことや担い手の高齢化などによる施設の減少など、

現在の夏期偏重型では受入数にも限界があり、夏期偏重型からの改善も求められます。 

今後はサイクリング、体験型観光を活用し、滞在期間の延長を図るなど、夏期以外の観光需要の拡大

を目指す必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

41.3
39

36.1
33.3 32.4 32.5

27.2 26.6 27.1

35
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単
位
：千
人

観光入込客数

出典：平成３０年度檜山管内観光客動態調査報告 

出典：令和元年度檜山管内観光入込客数調査 
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4 奥尻町の魅力 ～島の自慢、良いところ～ 
奥尻町には、豊かな自然や新鮮な水産物などはもちろん、この島で暮らす人々が育んできた島特有の

歴史・文化・風土など、町民が自慢できる魅力がたくさんあります。 

『第６期奥尻町発展計画』では、島の魅力をさらに高め、町民の暮らしを支えていく計画とします。 

離島であるという隔絶性をハンディキャップとせずに活かし、町民が自慢できる奥尻町を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

奥尻町には、奥尻三大祭りと謳われる代表的な島まつりがあります。「賽の河原まつり」では供養

のための灯篭流しが行われ、「室津まつり」では漁港の町らしく漁船団による海上渡御で大漁と安全

を祈願し、「なべつるまつり」は季節をしめくくる海産物や島の味覚を堪能することができます。 

 島の歴史・文化・風土を守り受け継いできているからこそ、それぞれに特徴のあるお祭りにいま

でも島民が集うのです。 

島まつりにはみんなが集います 

奥尻町の人々は表情がおだやか。それは互いに顔が見える関係で培ってきた信頼関係と、支え合

いの精神が育まれているからです。一人ぼっちで遊ぶ近所の子どもを気にかける気持ち、井戸端会

議に最近顔を見せない夫婦を心配する気持ち、遠く離れた故郷を想う気持ち、島にはじめてやって

きた人へのやさしい心遣い。そして、いつもの挨拶が町民同士の絆を強くしています。近所づきあ

いや島への誇り意識、愛着心があるからこそ安心安全で快適な暮らしができるのです。 

島で暮らす人々の人あたり・人情味がいい 

奥尻町にはここにしかない“おくしりじかん”が流れています。のんびりゆったり流れる“おくしり

じかん”は島独自の気候風土が生みだしたもので、島に暮らす人びとには奥尻島特有の「リズム」が

宿っています。時に、離島では自然の力によって、否応なしに“おくしりじかん”を過ごさなければな

らないこともあります。 

でも、そんな時も慌てない。おくしりじかんに身をまかせ、一日の過ごし方を考えるのです。奥

尻町の人々は自然との付き合い方として、どんなときものんびりゆったり、楽しく過ごせる方法を

知っているのです。 

“おくしりじかん”が流れています 
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 奥尻町にはウニやアワビをはじめとする豊富で質の高い海の幸がたくさんあります。その存在は

豊かな森林資源が支えているのです。奥尻町は約 7割が森林で覆われており、その大半をブナ林が

占めています。北限のブナ林は保水力が高く、自然の治山・治水効果を持つだけでなく、島の人々

へ豊富な水を供給し、農畜産業などの産業の場でも利用され、島の暮らしを支えています。 

 さりげなくもしっかりと森・海・生き物の環境が守られていることで、奥尻町ならではの豊かな

食の資源も支えられているのです。 

森・水・生き物がつながっています 

 奥尻町の豊かな自然環境は豊富な食材を生んでいます。島では魚介類などの海産物の他に、ブナ

林に蓄えられた水でつくられた米やアスパラガス、ぶどう、肉牛などの農畜産業も営まれ、山林で

は山菜も豊富に見ることができます。海の幸とともに山の幸も豊かな食の資源としてあります。 

 近年、これらの食材を活かした「奥尻ワイン」や「奥尻ブイヤベース」、「三平汁」など奥尻町の食

文化を発展・創造していく取り組みも始まっています。豊かな食材が島民の新しい取り組みを後押

ししています。 

豊かな食材と食文化が育まれています 

 奥尻町は 1993年（平成 5年）7月に、北海道南西沖地震が発生して津波や土砂災害などにより多

大な被害を受けました。震災発生から 5年後の 1998年（平成 10年）3月に「完全復興宣言」を行

い、被災してからおよそ 28年を経た今は震災前の生活を取り戻すに至っています。震災そして復興

への道のりでは、隣の人との支え合いや助け合いなど、人とのつながりや絆が強く育まれました。 

 災害の記憶と教訓は、町民一人ひとりの心に強く刻まれており、奥尻島津波館を拠点に後世にも

語り継がれています。町民が力を合わせて震災から復興したたくましい精神や町民の絆を継承し、

これからも奥尻町に対する誇り意識や愛着心を育んでいかなければなりません。 

震災復興の歴史が生きています 
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5 奥尻町を取りまく社会・時代の潮流 
（1）人口減少、少子・超高齢社会 

『人口減少、少子・超高齢社会』は、個人の価値観の変化やライフスタイルの多様化に伴う少産化・晩婚

化・非婚化の拡大によるところが大きく、今後も長期的な社会保障制度の逼迫をはじめ、労働力の減少や

消費市場の縮小などが想定されます。 

 

（2）社会経済の変容 

『社会経済』は、工業生産品の消費マーケットとしての人口の増加を前提とした大量消費社会から、人

口減少（特に消費購買が期待される生産年齢人口の減少）を背景に、“量から質へ”の転換を余儀なくさ

れた経済構造そのものの変化として捉えることができます。 

働き方の多様化のひとつの姿としての非正規雇用の拡大は、人生設計の不透明性を増し、結婚しな

い・できない若者の増加のほか、貧困問題を含めた経済的格差を拡大させています。近年は、感染症や

災害といった有事をきっかけとして、非正規雇用などの弱い立場の労働者に関する問題が深刻化してお

り、平時からこうした問題について考えておく必要性は増大しています。 

 

（3）高度情報ネットワーク化とグローバル化 

『高度情報ネットワーク化とグローバル化』は、人口構造・規模の変化に端を発する上記の社会経済の

変容の中で、重厚長大型の産業・製品から軽薄短小型へとシフトした結果として、情報通信技術の進展を

経ながら個人レベルでの情報端末（モバイル）の所有・利用が普及してきたものとして捉えることができま

す。 

こうした技術の進歩は地域・国の枠組みや地域間の距離を超えて容易につながり、情報にアクセスでき

るという、新たな関係性や経済活動の可能性を広げた一方で、情報の管理やセキュリティといった問題も

はらんでいます。 

 

（4）環境に対する意識の変化 

『環境に対する意識の変化』は、地球規模での人口増加（特に発展途上国・新興国）を背景に、食糧（生

産能力）やエネルギー（石油などの化石燃料）などの限りある地球資源の不足・枯渇を危惧する意識の高

まりとして捉えることができます。 

併せて、『高度情報ネットワーク化とグローバル化』の進展によって、環境問題を地球規模で考えること

が一般化されつつあり、平成 27 年に国連で採択された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）においてもクリー

ンなエネルギーの活用、気候変動への対策や、海・森の豊かさを守るための指標等が設定され、各国・各

地域での推進が求められています。 
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（5）安心・安全に対する意識の高まり 

『安心・安全に対する意識の高まり』は、直接的には人口減少等の影響を受けにくい枠組みですが、都

市部では大規模災害発生後の帰宅難民対策が大きな課題となります。過疎化が進む山間部などでは地

域における共助体制の低下等が問題となるなど、人口が集中する地域と過疎化する地域においては関心

の持ち方や課題等が、異なる様相を呈しています。 

また、令和 2 年 1 月に初めて国内での感染者が報告された新型コロナウイルスは、感染者を全国へ拡

大させる中で、都市部と地方の医療体制の差による問題を顕在化させました。 

近年多発・局地化する自然災害や、『高度情報ネットワーク化とグローバル化』に伴う犯罪の高度化、広

域化やグローバル化に伴って、全国・全世界という広いスケールで発生する社会的・自然的な事象に対し

て、地域の状況に応じた対応策が求められます。 

 

（6）人口の集中と過疎化 

『人口の集中と過疎化』は、『人口減少、少子・超高齢社会』のひとつの側面としてみることもできますが、

人口減少は全国的な動向とはいえ、全国において画一的に進行しているわけではなく、そこには都市と地

方との現象的格差が生じています。 

首都圏をはじめ、巨大な市場（マーケット）としての都市に対する資本の投入・集中による都市としての

魅力・利便性の向上、これに伴う都市部への人口集中が続いています。地方は都市に人口（特に若者）を

奪われるとともに、若者の減少による結婚・出産数の低下により、ますます高齢化に拍車がかかることにな

ります。 

一方で、若者や定年退職後の世代を中心に、自然志向等に基づく地方回帰の流れも芽生えており、

『高度情報ネットワーク化とグローバル化』を活かしたサテライトオフィスの設置や、新型コロナウイルス感

染症の拡大の中で導入が進んだテレワークの可能性の拡大も、こうした新たな流れを後押しすることが考

えられます。 

 

（7）新たな地域産業の創出、ブランド化への対応 

経済のグローバル化が強まる中で、我が国の産業構造も大きく変化することが予想されます。加えて、

高度情報化によるインターネットの普及などから、情報やサービス、知識等ソフト的な要素の占める部分

が経済社会の中で大きくなるとともに、地域間競争も強まっています。 

このような産業経済環境の変化に伴い、地域資源や多様な人材を活用した新産業の創出や、既存の地

域産業の組み合わせ、地域ブランドの強化など、既存産業の高付加価値化や新たな産業の創造が重要に

なると考えられます。 

 

（8）コミュニティの変容 

『コミュニティの変容』は、都市化に伴う価値観やライフスタイルの多様化などにより、核家族などの小家

族へと変化してきたことの結果として、地域とのつながりが希薄化したことで、これまでのような地域社会

における地縁に基づく地域コミュニティ（町会・自治会など）への参加者が減少しています。 

一方で、『高度情報ネットワーク化とグローバル化』の中、地縁にとらわれない新たなつながりによるコミ

ュニティ（ソーシャル・ネットワークなど）が多く生まれています。 
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6 持続可能な町のあり方 ～SDGｓの視点～ 
（１）SDGsの概要と意義 

SDGs（エスディージーズ）とは、平成 27 年９月の国連サミットにおいて全会一致で採択された「持続

可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」のことで、令和 12年を期限とする、先進国

を含む国際社会全体の共通目標です。 

平成 27年までを期限としていた発展途上国向けの開発目標MDGs（ミレニアム開発目標）の後続と

して採択されたSDGsは、持続可能な世界を実現するための包括的な 17のゴールと細分化された 169

のターゲット、進捗状況を図るための約 230 の指標で構成され、地球上の「誰一人として取り残さない」

ことを理念とした経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題に対する統合的な取組が示されています。 

我が国においては、平成 28年 5月に政府内に SDGs推進本部を設置、同年 12月には、SDGsの

実施指針が決定されており、各自治体に対し、各種計画や戦略・方針等の策定の際に SDGs の要素を

最大限反映するよう求めています。 

 

 

 

（２）SDGsと自治体行政の役割 

一方で、SDGs のゴールやターゲット及びそれらの進捗管理のための指標の中には、グローバルで国

家として取り組むべきものなどが多く含まれていることから、これらの中から取捨選択し、町の実情に合

わせて落とし込む（ダウンサイジングした解釈）作業が必要です。 

なお、それぞれの目標に対し、自治体行政が果たし得る役割を、国際的な地方自治体の連合組織で

ある UCLG（United Cities and Local Governments）が示しており、また、一般財団法人建築環

境・省エネルギー機構が発行する「私たちのまちにとっての SDGs-導入のためのガイドライン-」では次

の表のとおり整理されています。 

これらを参考に SDGsを意識した取組を進めます。 

 

 

 

（３）SDGsと発展計画 

『第 6期奥尻町発展計画』においては、行政と町民が一体となり、将来像の実現に向け、政策とそれに

基づく施策・事業に取り組みます。 

『第 6 期奥尻町発展計画』で取り組む方向性は、国際社会全体の開発目標である SDGs とスケール

は異なるものの、その目指すべき方向性は同様であることから、発展計画の推進を図ることで、SDGs

の目標達成に貢献できるものと考えます。 

SDGs という国際目標を意識した取組やその達成への貢献は、町の誇りの醸成にも寄与するもので

あると言えます。 
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ĂƈŹżƨǡŦŬǡ Ǜǐǡ  

 
 

ȅǝǂǐƹ 

ƵǼǹǾ ǚ ƵǼǹǾ ǡ Ǟ

ȅ Ǘ 

 

Ƿ ǡ ȅǝǂǐƹ 

Ǧ קּ ǡ ȅ ǌǾ 

 

ȅȥɖǞ 

Ǟ ȅ ǔ  ǡ↨ Ǜ

♁ ǡ ȅ ǌǾǛǛǵǞ 

סּ ǝ ȅ ǌǾ 

 

ǲ ǄǼǿǾǱǔǘǂǽȅ 

Ǜ ǡ ȅ  ↨  

ƾǗ סּ ǞǌǾ 

 

ǌǬǙǡ Ǟ Ǜ ȅ 

ƵǼǹǾ ǡǌǬǙǡ ·ǡ

ǝ ȅ Ǌ  ȅ ǌǾ 

 

ǗǂǾ  Ǘƾƹ  

סּ ǝ Ǜ ǡȺȨºɜȅ

ǌǾ 

 

ǡ Ʒ ╔ȅǲȆǝǞ 

ǌǬǙǡ ·Ǟ ƾǗ ǚ ǡ

Ʒ ╔ȅ Ǌ  ǡ ȅ

ǌǾ 

 

Ǟ ǝ ȅ 

Ǜǐǡ☼ Ǟ ǔ ƾƹǒǴ 

ȅ Ǿ 

 

ȡȐɜȩº ȅ Ǌǻƹ 

ȡȐɜȩºǡ ȅ Ǌ ǌǬǙǡ

Ǜ ǡȑɜȺɘºɊɜȱȅ Ǿ 

 

ǡ ƾǈȅ Ȁƹ 

Ǜ ȅ סּ ǝ Ǟ

ǄǙ Ǌ  סּ ǝ ǚ ǌǾ 

 ↨ ǝ Ǜȱȍɕȅ Ǟ 

ǌǬǙǡ Ǟ Ǜ♥ ǫǡȋȘȤȢǛ

סּ ǝ ȅ ǌǾ 

 ǡ ƾǈǵ Ȁƹ 

ǡ   Ǧ סּ ǝ

ǡ   ǡ סּ ǝ  

ǫǡטּ   ǡטּ Ǧ

 ǝǼǦǞ ǡ ȅ

Ǿ 

 

ȑȶɔȗºȅǲȆǝǞ 

ǐǊǙȘɓºɜǞ 

ǌǬǙǡ ·Ǟ ǇȀǚ ǚǀ 

סּ ƾǗ ǝȑȶɔȗºǫǡȋȘ

ȤȢȅ ǌǾ 

 Ǜ ȅǌǬǙǡ Ǟ 

סּ ǝ Ǟ ǄǙ ǚ

ǝ ȅ Ǌ ǌǬǙǡ Ǟ ǫǡ

ȋȘȤȢȅ ǌǾǛǛǵǞ ƵǼǹǾ

ɕɂɔǞƽƷǙ וֹ ǚ ƵǾ

ǝ ȅ ǌǾ 

 

ǀƿƷǵ ǵ 

ǌǬǙǡ ǡǒǴǡ   ƾǗ

סּ ǝ   ǝ

ǦȰȌºȤɜȱ¤ɘºȘÈ ǀƿƷǡ

ƵǾ ǼǊƷ Éȅ ǌǾ 

 

ȺºȱȳºȠȬɀǚ 

ȅ Ǌǻƹ 

סּ ǝ Ǟ ǄǙ ȅ

Ǌ șɖºȹɔ¤ȺºȱȳºȠȬɀȅטּ

 ǌǾטּ

 

Ǜ ǡ ȅǗǂȀƹ 

ǝȍɜȾɒȅ Ǌ  ǚ

סּ ǝ ȅטּ ǌǾǛǛǵǞ 

ǡ ȅ Ǿ 
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ĂƈŹżƨǡŦŬǡ Ǜ ǡ ÈƊŸƁżÉ 

 
 

ƵǼǹǾ ǚ ƵǼǹǾ ǡ Ǟ ȅ Ǘ 

Ǣ ǚ Ǟ Ǌǳ ·ȅ Ǌ  ⱱǌǾ ǚ ǵ ǊǒɆȡȠɐɜǞƷǱǌ¡

ǞƽƷǙǌǬǙǡ Ǟ ǡ ǼǊƿ ǈǿǾǻƹ ǀǴ Ƿƾǝ ⱱ ƿ ǴǼǿǙƷǱ 

ǌ¡ 

 

Ǟ ȅ ǔ  ǡ↨ Ǜ♁ ǡ ȅ ǌǾǛǛǵǞ  סּ ǝ

ȅ ǌǾ 

Ǣ Ƿ ȅ ǳ ȅ ǊǙ Ƿ ǝǜǡ ǡ ⱱȅ ƹǆǛƿּס ǚ

ǌ¡ǐǡǒǴǞǵ ǝ ƿ סּ ǚǌ¡ ¤ ǝ ǚ ȅ ǳ ȅ

Ǌ ↨ ǝ Ǟ ǌǾǆǛǵǚǀǱǌ¡ 

 

ƵǼǹǾ ǡǌǬǙǡ ·ǡ ǝ ȅ Ǌ  ȅ ǌǾ 

ǡ ┐ Ǣ ǡ ǡ ǚǌ¡ ǡ◖☺ǵ ǡ ┐ Ǟ ǊǙ

ƷǱǌ¡ ȅ Ǟ ǗǆǛǞǻǖǙ ǡ ȅ┐ ¤ סּ ǚƵǾǛƷƹ ǵוֹ

ǼǿǙƷǱǌ¡ 

 

ǌǬǙǡ ·Ǟ ƾǗ ǚ ǡ Ʒ ╔ȅ Ǌ  ǡ ȅ ǌǾ 

╔ǡ ǚǵ Ǟ ╔ ǡ ╔ǞƽƷǙǢ ƿֹוǒǌǬǀ Ǣ Ǟ ǀƷǛ ƻǱǌ¡

╓ ǡ ɕɂɔȅ╥ǀ ǅǾǒǴǞǵ  ╔Ǜ ╔ǡ ǞƽǄǾ ǡ Ǣ

ǚǌ¡ 

 

ȡȐɜȩºǡ ȅ Ǌ ǌǬǙǡ Ǜ ǡȑɜȺɘºɊɜȱȅ Ǿ 

ǞǻǾ Ƿ ǡ ǡ ȅ Ǿ Ǣ ǚǌ¡Ǳǒ  Ƿ ȠȢȯɉǞ

ȡȐɜȩº ȅ ☿ǈǎǾǒǴǞ ╢Ƿ ≠╢ ǞƽǄǾ ǡ ȅ Ƿǌǡǵ ǝ

Ǜ ƻǱǌ¡ 

 

ǌǬǙǡ ·Ǟ Ǜ♥ ǫǡȋȘȤȢȅ ǌǾ 
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7 発展計画の施策と SDGsの対照表 
 『第 6期奥尻町発展計画』では施策ごとに関連する SDGｓを示し、あらゆる施策の推進において SDGｓを意

識することとしています。下表に、施策と SDGｓの関係を示します。 
 

 

1-1 ¤ נּ

1-2

1-3 ¤ ¤

1-4 ǒǝ ¤

2-1

2-2

3-1 ¤

3-2 ¤ȑȶɔȗº

4-1 ═ ¤ ╪

4-2 ¤ ƿƷ

4-3 ¤ ǘǂǽ

4-4 ¤ ¤

4-5 ↨

5-1 ǡ

5-2 ¤

5-3 טּ

6-1 ╔Ǚ

6-2 ╔

6-3 טּ

7-1 ╓ȜɈɎȴȯȌ

7-2 ǡǱǔǘǂǽנּ

7-3 Ǟ Ȃǎǒ ╢¤ ¤ ǡ

7-4

7
ǲȆǝǚǗǂǾǱǔǘǂǽ

È ¤ ¤נּ ╓ȜɈɎȴȯȌÉ

6
ƵǒǒƾƷ ȅǗǂǾǱǔǘǂǽ
È ╔Ǚ¤ ╔¤ ǘǂǽÉ
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È ¤ ¤ É

5

4
ƵȆǊȆǚ ǀƿƷǡƵǾǱǔǘǂǽ

È═ ¤ ¤ ¤ É

3
ǊƷ ǡǱǔǘǂǽ

È ¤ ¤ȑȶɔȗºÉ

2
ǡƵǾǱǔǘǂǽ
È ¤ É

1
ƵǾǱǔǘǂǽ

È ¤ É
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第 2部 基本構想 
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第 1章 基本理念と将来像 

１ 基本理念 ～まちづくりのスタンス～ 
ここでは、これからのまちづくりのスタンスを示す基本理念を設定します。 

奥尻島ならではの時の流れ。人々の心と暮らしを潤し、恩恵を与えてくれる奥尻ブルーの海、北限のブ

ナ林、ワインや米を育む大地。自然と人、そして、少しおせっかいと言われるくらい暖かな人と人との関わ

りあい…。奥尻町には、他にはない固有の要素があふれています。 

これからのまちづくりでは、こうした要素を、奥尻町独自の「スタイル」として、後世に受け継ぎながら、時

代に合わせて変容させ、育てていくことを柱に据えます。 

 そこで、まちづくりのスタンスとなる『第 6期奥尻町発展計画』の基本理念を、次のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ķőĺ Ἡř ˟ĵŚ! 

ŦűŹƧƵ$ŹƬ ŻƁŦƭ 

 

 

 

 

 

 

「イクシュン・シリ」は「オクシリ」の語源となったアイヌ語で、「その向こうの島」を意味します。奥尻町にし

かない大切な「スタイル」を、行政、町民、そして島の外の人々を含めた多くの主体と協力し合いながら守

り、育てる。奥尻の 10年後、さらに「その向こう」を見据えて。  
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２ 将来像 ～まちづくりで目指す 10年後の奥尻町～ 
基本理念として定めた「イクシュン・シリ スタイル」。10 年後、そしてその向こうを見据えて、どのような

スタイルを守り、育てていくべきでしょうか。 

今後 10年間は、町民の皆さまと協力し合いながら、それぞれの役割を認識し、奥尻町の課題や優位性

を客観的に、そして多角的に捉えながら、まちづくりを進めていく必要があります。 

 これからのまちづくりにおいては「しまのスタイル」、「ひとのスタイル」、「くらしのスタイル」、「まちのスタイ

ル」の 4 つを、奥尻町に関わる多くの主体が協力し合って守り、育てたい「4つのスタイル」に位置づけ、こ

の 4つのスタイルが息づく町を、１０年後の奥尻町の将来像として定めます。 

以降に示すまちづくりの各施策の進行においては、長い年月の中で培われた奥尻町らしさを「受け継

ぎ」ながら、島の未来を「つくる」ための 4つのスタイルを実現すべく、取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ᾳ ת  

ἵ װ  

4 דּ  

自然と人との長い関わりの中で生まれた、奥尻島ならではの文化。奥尻

町の自然的・人文的な資源を後世に守り伝え、活用することで、町の競争

力を高めます。奥尻に関わるすべての人が、固有の「しまのスタイル」を誇り

に思い、そのスタイルに価値づけし、町内外で共有できる町を目指します。 

奥尻町に住むひと、奥尻町に来るひと、奥尻町に関わるひと。様々なひと

が関わり合い、支え合うことで、奥尻町の暮らしを支え、新しい価値を生み

出す地域づくりを進めます。奥尻町に根付く気風＝「ひとのスタイル」を大

切にしながら、これからの奥尻町をつくる創造力あふれる心豊かな町を目

指します。 

都市部から遠く離れた奥尻町。ゆっくりと流れる島時間は、それだけで奥

尻町の価値の一つです。これからの時代、都市部から離れていても、交通、

インフラ、ネットワーク…暮らしの利便性は不可欠であることから、奥尻の島

時間を大切にしながら新しい「くらしのスタイル」をつくります。新しい時代に

対応した、一人ひとりが生きいきと暮らせる町を目指します。 

人口減少時代、多様な主体と力を合わせながら、町のこれからを担って

いくことが求められます。職員、町民、事業者…単独でできることに限りはあ

っても、それぞれが役割を認識し、「自分事」としてまちづくりに関わる。協働

によって、新時代の「まちのスタイル」をともに築いていく町を目指します。 
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３ 将来目標人口 
『第 6 期奥尻町発展計画』（主に『第 2 期奥尻町創生総合戦略』）の取組により達成を目指す人口（戦

略人口）を次のとおり設定します※。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした仮定に基づき、奥尻町の将来人口のシミュレーションを行うと、令和2年の2,322人から令和

22年には 1,279人、令和 42年には 811人となることが想定され、これを奥尻町の新たな目標人口とし

ます。なお、上記の過程のような移動状況を実現できた場合、社会動態は令和 2年の 192人減から徐々

にその減少幅を縮小させていき、令和 27 年には 20 人減にまで縮小し、令和 32 年以降は社会増の状

態に転じることが期待されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～将来目標人口における仮定概要～ 

○出生に関する合計特殊出生率については、今後も概ね現状水準の 2.07を維持していくものとします。 

○死亡に関する生残率については、社人研仮定値を採用します。 

○移動に関する純移動率については、これの定住率への変換を行った上で、0～14歳の期間定住率及び

30～49歳の期間定住率について、令和 7年までにそれぞれ５％改善（改善率）することを仮定します。

以降、令和 42年まで 5年毎にそれぞれの改善率を５ポイントずつ向上させていくものとします。 

令和 12年に  1,700人以上 

令和 27年に  1,100人以上 

令和 42年に    800人以上 
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第２章 政策 
10 年後の奥尻町に向けて、これから「4 つのスタイル」を守り、育てていくにあたり、奥尻町の「よさ」を

活かしながら様々な主体が協力し合ってまちづくりを進めていくための 7 つの政策分野は以下のとおり

です。この 7つの政策を基本に、各種の施策を進めていきます。 

 

 

 

 

１ 活力あるまちづくり（産業振興・雇用） 
この政策分野は、町の産業や雇用に関する内容です。現在、奥尻町を取りまく豊かな自然を活かした農林水

産業や、町の基盤整備や水産加工等を担う第 2 次産業、さらに、町の暮らしを支える小売業など、これからの

町の産業の方向性を考えます。また、町の担い手をどう活かしていくか、雇用の側面からも考えます。 

基本計画では、施策の分野を「1-1 水産業・水産加工業」、「1-2 農林業」、「1-3 商業・鉱業・工業」、「1-4 

新たな産業・雇用」の 4つとして、今後のまちづくりを進めていきます。 

 

 

 

 

２ 交流のあるまちづくり（交流・観光） 
この政策分野は、人や産業など、様々な面における奥尻町内どうし、また町内と町外の関わり合いに関する

内容です。観光分野では、観光地として魅力を磨くことに加え、観光客の受け入れ体制や、売り込み方にも注

目することが求められます。観光以外の面でも、檜山管内を中心とした奥尻島外の自治体との交流や、異なる

産業や業種間の交流といった視点も重要です。 

基本計画では、施策の分野を「2-1 観光」、「2-2 交流」の 2 つとして、今後のまちづくりを進めていきます。 

 

 

 

 

３ 美しい循環型のまちづくり（景観・環境・エネルギー） 
この政策分野は、土地利用や環境に関する内容です。この 10 年間では、奥尻町はもちろん、地球規模の環

境問題も視野に入れながら、持続可能な暮らしのあり方を考えていく必要があります。また、これまで長い年

月をかけ、人と自然が関わり合う中で生成されてきた奥尻町らしい景観を保全し、活かしていくことも重要な

視点です。 

基本計画では、施策の分野を「3-1 景観・自然環境保全」、「3-2 環境・エネルギー」の 2 つとして、今後の

まちづくりを進めていきます。 
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４ あんしんで生きがいのあるまちづくり（医療・福祉・健康・防災） 
この政策分野は、町での暮らしが安心・安全で、誰もがいきいきと暮らせる町の形成に関する内容です。奥

尻町での暮らしにおいては、年齢や性別、生活状態等の様々な属性に応じて、多種多様な生活上の不安や健

康面の問題が生じます。 

また、北海道南西沖地震や集中豪雨等でも被害を受けている奥尻町では、安全な暮らしに向けて、今後も災

害に対する対策が重要課題です。そして、こうした生活上の不安や問題に対処するための消防救急体制の充

実や交通安全対策も引き続き進める必要があります。 

基本計画では、施策の分野を「4-1 医療・病院」、「4-2 高齢者福祉・障がい者福祉」、「4-3 保健・健康

づくり」、「4-4 防災・消防・救急」、「4-5 交通安全」の 5つとして、今後のまちづくりを進めていきます。 

 

５ 快適に暮らせるまちづくり（情報基盤・交通・情報） 
この政策分野は、町での日々の暮らしが不自由なく、快適なものになるための基礎づくりに関する内容です。

奥尻町での生活の快適さには、居住環境の向上や、交通機関の整備、道路や上下水道などのインフラ整備が

重要となります。この 10 年間は、高齢化による交通弱者の存在や、Society5.0 に向けた情報化の推進も看

過できない課題となります。 

基本計画では、施策の分野を「5-1 住環境の整備」、「5-2 道路・交通機関」、「5-3 高度情報化」の 3 つ

として、今後のまちづくりを進めていきます。 

 

６ あたたかい人をつくるまちづくり（子育て・教育・人づくり） 
この政策分野は、町で暮らすすべての人が優しさとあたたかさにあふれる中で育ち、生涯にわたって心豊か

に生活していくことに関する内容です。 

少子高齢化が進行する中、奥尻町で安心して子どもを産み・育てられる環境を整えることは重要であり、奥

尻町ならではの教育内容の充実や離島・本土間の教育格差の是正など、その後の教育環境の充実もまた同様

に重要課題です。さらに、学校卒業後においても心豊かな暮らしを送るための生涯学習機会の充実も必要で

す。 

基本計画では、施策の分野を「6-1 子育て」、「6-2 教育」、「6-3 歴史文化」の 3 つとして、今後のまちづ

くりを進めていきます。 

 

７ みんなでつくるまちづくり（行財政・町民参加・地域コミュニティ）  
この政策分野は、職員と町民が相互に協力し合いながら、それぞれが主体的にまちづくりを進めていくため

に、コミュニティづくりや組織づくりをどのように考えていくかに関する内容です。これからのまちづくりは、町の

職員単独で進めることはできず、町民との協力の下で進めることが求められます。また、町民も多様な関係者

と関わり合うことで主体的にまちづくりを担っていく必要があります。 

これらを踏まえて、地域の結びつきを深化させるにはどうすべきか、町民がまちづくりに積極的に関わるには

どうすべきか、まちづくりの進め方が変化してゆく中で、町としての組織や行財政運営はどのように対処する必

要があるかについても、大きな課題となります。 

基本計画では、施策の分野を「７-１ 地域コミュニティ」、「７-2 町民参加のまちづくり」、「7-3 時代に合わ

せた職員・組織・庁舎の改革」、「７-4 行財政」の 4つとして、今後のまちづくりを進めていきます。  
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第 3章 政策体系 
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第 1章 基本計画の目的と構造 

1 基本計画の目的 
基本構想を実現するため、行政と町民が一体となって進める主な取組（施策）とあるべき姿（理想的な状況）、

目標指標（あるべき姿の評価指標）を示したものです。 

7つの政策に基づく 23の施策で構成されます。 

 

 

2 基本計画の構造 
 

項目 内容 

将来像実現に向けた政策の推進方針 
▶将来像を達成するために、どのように政策を推進していくか

について、その方針を記載。 

政策分野で目指す 

10年後の奥尻町の姿（将来像） 

▶政策分野において、10 年後、どのような奥尻町を目指してい

くかを記載。 

将来像設定の背景 ▶政策分野において目指す将来像の背景を記載。 

目標指標 ▶政策分野の目標指標（重要業績評価指標）を記載。 

施策と SDGs 
▶政策分野における施策と、施策に関連する SDGｓ（アイコン）

を記載。 

施策の方向性 ▶各施策をどのように推進していくかを記載。 

個別施策と重点施策 
▶施策に紐づく個別施策・重点施策を記載。重点施策について

は、関連する総合戦略・強靭化計画の施策番号を記載。 

施策推進の視点（わたしたちにできること） 
▶行政・町民・事業者等が協働して施策を進めるために、町民

や事業者等が行えることを記載。 

関連する個別計画 ▶施策に関連する個別計画を記載。 

 

 

 

 

  



 

39 

 

３ 発展計画と総合戦略・強靭化計画の関係 
『第 6期奥尻町発展計画』は『第 2期奥尻町創生総合戦略』・『奥尻町強靭化計画（令和 3年 3月改訂版）』

の内容を包含したものとなります。 

 

基本計画における施策は、個別施策と重点施策（総合戦略・国土強靭化計画）の 2 編で構成されます。重点

施策（総合戦略・国土強靭化計画）では、本町が今後 10 年間のうちに特に重点的かつ優先的に取り組む施策

の方向性や取組を定めます。 

 

 具体的には、個別施策の中で、総合戦略の施策・強靭化計画の施策に該当するものを重点施策に位置づけ

ます。 
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施策 
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総合戦略・強靭化計画の施策に 
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第 2章 発展計画の施策体系 

1 基本計画の施策体系 
政策 1 活力あるまちづくり（産業振興・雇用） 

 1-1 水産業・水産加工業 

  1-1-1 つくり育てる漁業の推進 

 1-1-2 販売流通対策の積極的な推進 

 1-1-3 担い手育成の推進 

 1-1-4 就労環境改善の推進 

 1-1-5 漁業・商業関係各種団体の連携強化 

 1-2 農林業 

  1-2-1 農業・畜産業の生産性向上 

 1-2-2 林産業の育成 

 1-3 商業・鉱業・工業 

  1-3-1 地域商業の育成 

 1-3-2 地域を大切にする消費者の育成 

 1-3-3 経営の体質改善と経営の安定化 

 1-3-4 環境に配慮した鉱業開発の推進 

 1-4 新たな産業・雇用 

  1-4-1 雇用対策の推進 

 1-4-2 勤労者の就労環境改善の推進 

 1-4-3 新たな産業の創出 

  1-4-4 土地の有効活用による新産業の誘致 

政策 2 交流のあるまちづくり（交流・観光） 

 2-1 観光 

  2-1-1 観光地としての魅力づくりの推進 

 2-1-2 観光客の受け入れ体制整備 

 2-1-3 観光に関わる人材育成と組織化の推進 

 2-1-4 戦略的な観光振興の推進 

 2-1-5 関連基盤施設の整備推進 

 2-2 交流 

  2-2-1 檜山管内各町や現在交流している市町村」以外の自治体との交流・連携の推進 

  2-2‐2 産業交流の推進 

  2-2-3 国際交流の推進 

政策 3 美しい循環型のまちづくり（景観・環境・エネルギー）   

 3-1 景観・自然環境保全 

  3-1-1 奥尻町らしい景観の保全 

 3-2 環境・エネルギー 

  3-2-1 ガス、灯油などの日常的なエネルギーの安定供給の推進 

 3-2-2 中長期的な新規電源開発を図る 

 3-2-3 新エネルギーの導入推進 

 3-2-4 ゴミ処理の計画的な推進 

政策４ あんしんで生きがいのあるまちづくり（医療・福祉・保健・防災）   

 4-1 医療・病院 

  4-1-1 島内完結型の医療体制の整備 

 4-2 高齢者福祉・障がい者福祉 

  4-2-1 高齢化時代のコミュニティづくりの推進 

  4-2-2 高齢者の生きがいづくりと知識の還元 

  4-2-3 地域福祉の推進 

  4-2-4 障がい者福祉の推進 

  4-2-5 児童・ひとり親家庭への福祉対策の推進 

 4-2-6 生活の安定を図る 
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 4-3 保健・健康づくり 

  4-3-1 保健体制の整備 

 4-4 防災・消防・救急 

  4-4-1 防災体制の整備 

  4-4-2 治水・治山・海岸保全の推進 

  4-4-3 消防・救急体制の整備 

 4-5 交通安全 

  4-5-1 交通安全の推進 

政策５ 快適に暮らせるまちづくり（基盤整備・交通・情報） 

 5-1 住環境の整備 

  5-1-1 より良い住まいづくりの推進 

  5-1-2 適正な土地利用の推進 

  5-1-3 公園の維持管理 

  5-１-4 上下水道の維持管理 

  5-1-5 合併浄化槽整備の推進（下水道区域外） 

 5-2 道路・交通機関 

  5-2-1 道路網整備の推進 

 5-2-2 港湾整備の推進 

 5-2-3 空港整備の推進 

 5-2-4 島内交通機関整備の推進 

 5-3 高度情報化 

  5-3-1 ICT を活用した情報発信の推進 

  5-3-2 ICT の多分野での活用による生活の利便性向上 

政策６ あたたかい人をつくるまちづくり（子育て・教育・人づくり） 

 6-1 子育て 

  6-1-1 安心して子育てできる環境の整備 

 6-2 教育 

  6-2-1 離島教育の振興による英知と想像力に富んだ人づくりの推進 

 6-2-2 生涯学習・社会教育の振興 

 6-2-3 いきがいづくり・健康づくりにつながるスポーツの振興 

 6-3 歴史文化 

  6-3-1 地域に根ざした芸術文化活動の推進 

政策７ みんなでつくるまちづくり（行財政・町民参加・地域コミュニティ） 

 ７-１ 地域コミュニティ 

  7-1-1 ふれあい豊かなコミュニティづくりの推進 

 7-2 町民参加のまちづくり 

  7-2-1 まちづくりへの町民の積極的参加を図る 

 7-2-2 多様な方法による行政情報の公開 

 7-2-3 行政と町民の対話・意見交換の場づくり 

 7-2-4 まちづくりの担い手の育成 

 7-3 時代に合わせた職員・組織・庁舎の改革 

  7-3-1 合理化・効率化のための仕組みづくり 

 7-3-2 機能的な庁舎環境づくり 

 7-3-3 職員の資質向上 

 7-3-4 人事評価のブラッシュアップ 

 ７-4 行財政 

  7-4-1 広域行政組合・観光物産公社との連携活動の強化 

 7-4-2 対岸市町村との連携体制の強化 

 7-4-3 財政の健全化・安定化 
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2 発展計画と総合戦略の施策対照表  
 基本計画の個別施策と総合戦略の対応関係を表に示します。個別施策の中で、総合戦略の施策と関係

するものは、重点施策に位置づけます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1-1 1-1-2 1-1-3 1-1-4 1-1-5 1-1-6 1-1-7 1-1-8 1-2-1 1-2-2 1-2-3 1-2-4 1-3-1 1-3-2 1-3-3 1-3-4
農
業
機
材
の
共
同
購
入
の
補
助
に
よ
る
酒
米
や
ブ

ラ
ン
ド
米
の
生
産
拡
大

ワ
イ
ン
醸
造
用
ぶ
ど
う
の
適
切
な
圃
場
管
理
の
推

進

森
林
の
整
備
を
促
進
し

、
資
源
の
フ
ル
活
用
を
図

る

「
お
く
し
り
ブ
ラ
ン
ド

」
の
育
成
と
地
産
地
消
の

推
進

漁
業
の
担
い
手
育
成
に
向
け
た
高
校
生
に
対
す
る

ス
ク
ー

バ
資
格
取
得
補
助
の
実
施

海
上
移
送
費
に
係
る
費
用
の
支
援
に
よ
る
販
路
拡

大
の
推
進

最
新
の
冷
凍
技
術
の
導
入
に
よ
る
地
場
産
品
の
競

争
力
強
化

地
場
産
品

（
土
産
品
以
外

）
を

、

「
誰
で
も

」
買

う
こ
と
が
で
き
る
仕
組
み
の
構
築

水
産
業

、
農
林
業
を
通
し
た
体
験
観
光
の
開
発
・

促
進

外
国
人
観
光
客
の
受
け
入
れ
態
勢
整
備

新
た
な
島
の
過
ご
し
方
を
提
供

観
光
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
促
進

新
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
利
用
し
た

、
新
た
な
産
業
の
開

発
・
育
成

森
林
資
源
の
循
環
利
用
の
理
解
促
進

企
業
に
よ
る
実
証
実
験
等
の
誘
致

住
宅
リ
フ
ォ
ー

ム
の
助
成

1-1-1　つくり育てる漁業の推進
1-1-2　販売流通対策の積極的な推進 ● ● ●
1-1-3　担い手育成の推進 ●
1-1-4　就労環境改善の推進 ●
1-1-5　漁業・商業関係各種団体の連携強化 ●

1-2-1　農業・畜産業の生産性向上 ● ● ●
1-2-2　林産業の育成 ● ● ●

1-3-1　地域商業の育成 ● ●
1-3-2　地域を大切にする消費者の育成 ● ●
1-3-3　経営の体質改善と経営の安定化 ● ● ● ●
1-3-4　環境に配慮した鉱業開発の推進

1-4-1　雇用対策の推進
1-4-2　勤労者の就労環境改善の推進
1-4-3　新たな産業の創出 ● ●
1-4-4　土地の有効活用による新産業の誘致 ● ●

2-1-1　観光地としての魅力づくりの推進 ● ●
2-1-2　観光客の受け入れ体制整備 ● ●
2-1-3　観光に関わる人材育成と組織化の推進 ● ● ● ●
2-1-4　戦略的な観光振興の推進 ● ●
2-1-5　関連基盤施設の整備推進 ● ●

2-2-1　檜山管内各町や現在交流している
　　　　　市町村以外の自治体との交流・連携の推進

●

2-2‐2　産業交流の推進 ●
2-2-3　国際交流の推進

3-1-1　奥尻町らしい景観の保全 ● ●

3-2-1　ガス、灯油などの日常的なエネルギーの
　　　　　安定供給の推進
3-2-2　中長期的な新規電源開発を図る ●
3-2-3　新エネルギーの導入推進 ● ●
3-2-4　ゴミ処理の計画的な推進

4-1-1　島内完結型の医療体制の整備

4-2-1　高齢化時代のコミュニティづくりの推進
4-2-2　高齢者の生きがいづくりと知識の還元
4-2-3　地域福祉の推進 ●
4-2-4　障がい者福祉の推進
4-2-5　児童・ひとり親家庭への福祉対策の推進
4-2-6　生活の安定を図る

           
4-3-1　保健体制の整備

4-4-1　防災体制の整備
4-4-2　治水・治山・海岸保全の推進
4-4-3　消防・救急体制の整備

4-5-1　交通安全の推進

1 島ではたらく（産業の振興と雇用拡大）
1-1　農業・林業・水産業 1-3　商工業・新エネルギー1-2　観光産業

4-5　交通安全

3-2　環境・エネルギー

政策1　活力あるまちづくり（産業振興・雇用）
1-1　水産業・水産加工業

1-2　農林業

1-3　商業・鉱業・工業

1-4　新たな産業・雇用

政策2　交流のまちづくり（交流・観光）
2-1　観光

2-2　交流

政策3　美しい循環型のまちづくり（景観・環境・エネルギー）
3-1　景観・自然環境保全

4-2　高齢者福祉・障がい者福祉

4-3　保健・健康づくり

4-4　防災・消防・救急

政策４　あんしんで生きがいのあるまちづくり（医療・福祉・保健・防災）
4-1　医療・病院
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充
や
育
児
に
係
る
経
費

（
お
む

つ
・
ミ
ル
ク
等

）
の
助
成
等

小
児
科
・
産
婦
人
科
等
の
専
門
医
の
招
へ
い

老
朽
化
し
た
幼
稚
園
施
設
に
つ
い
て

、
認
定
こ
ど

も
園
へ
の
移
行
を
検
討

一
時
預
か
り
事
業
や
フ
ァ
ミ
リ
ー

サ
ポ
ー

ト
セ
ン

タ
ー

制
度
の
実
施

子
ど
も
の
屋
内
の
遊
び
場
の
設
置
検
討

医
療
提
供
体
制
の
充
実
及
び
医
療
従
事
者
の
確
保

大
学
や
専
門
学
校

、
中
学
校

、
高
等
学
校
の
イ
ン

タ
ー

ン
の
受
入
等
の
実
施

人
材
確
保
の
た
め
奨
学
資
金
制
度
等
の
P
R
や
周

知

保
健
予
防
事
業
・
健
康
づ
く
り
事
業
の
充
実

多
世
代
交
流
の
推
進

I
C
T
を
学
習
ツ
ー

ル
と
し
て
活
用
し
た
授
業
の

推
進

現
役
大
学
生
を
招
へ
い
し
た

、
夏
休
み
・
冬
休
み

を
利
用
し
た
学
習
支
援
や
部
活
動
支
援
の
実
施

奥
尻
高
等
学
校
の
入
学
者
を
全
国
か
ら
募
集

学
習
環
境
や
寄
宿
舎
等
の
交
通
基
盤
生
活
基
盤
の

整
備
推
進

海
外
の
研
修
生
と
の
交
流
の
機
会
を
増
や
す

空
き
家
や
空
き
店
舗
の
活
用

移
住
・
定
住
情
報
の
発
信

I
C
T
を
活
用
し
た
テ
レ
ワ
ー
ク
の
推
進

求
人
情
報
の
提
供

相
談
窓
口
及
び
受
け
入
れ
体
制
の
拡
充

公
共
施
設
の
更
新
及
び
維
持
管
理

老
朽
化
し
て
い
る
町
の
道
路
・
橋
り
ょ

う
及
び
港

湾

、
漁
港

、
海
岸
施
設
の
長
寿
命
化

防
災
無
線
の
デ
ジ
タ
ル
化

離
島
航
路

、
航
空
路
の
路
線
維
持
・
確
保

地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
活
用
等

、
島
内
外
・
地
域

の
枠
組
み
を
超
え
た
交
流
に
よ
る
郷
土
愛
の
醸
成

地
域
づ
く
り
セ
ミ
ナ
ー

や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等

、

町
民
が
集
ま
り
学
び
合
え
る
場
の
提
供

地
域
振
興
策
の
研
究
開
発

研
修
や
職
場
体
験
を
活
用

政
策
の
徹
底
的
な
選
択
と
集
中

ま
ち
づ
く
り
に
取
り
組
む
人
材
の
育
成

●
● ● ● ● ● ● ● ●

● ●

● ● ● ● ● ● ●
●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ●

● ● ● ● ●
● ●

● ● ● ● ● ● ● ●
● ● ● ●

●

● ●
●

●

●

● ●
●

●

●
●

● ● ● ●

● ●
● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ● ●

●

3-1　移住・定住対策 3-2　インフラ整備 3-3　地域づくり・ひとづくり
2 島で産み・育てる（子育て・医療・教育の充実） 3 島で暮らす（まちづくりと行政経営）

3-4　行政経営2-2　医療・介護 2-3　教育
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1-1-1 1-1-2 1-1-3 1-1-4 1-1-5 1-1-6 1-1-7 1-1-8 1-2-1 1-2-2 1-2-3 1-2-4 1-3-1 1-3-2 1-3-3 1-3-4
農
業
機
材
の
共
同
購
入
の
補
助
に
よ
る
酒
米
や
ブ

ラ
ン
ド
米
の
生
産
拡
大

ワ
イ
ン
醸
造
用
ぶ
ど
う
の
適
切
な
圃
場
管
理
の
推

進

森
林
の
整
備
を
促
進
し

、
資
源
の
フ
ル
活
用
を
図

る

「
お
く
し
り
ブ
ラ
ン
ド

」
の
育
成
と
地
産
地
消
の

推
進

漁
業
の
担
い
手
育
成
に
向
け
た
高
校
生
に
対
す
る

ス
ク
ー

バ
資
格
取
得
補
助
の
実
施

海
上
移
送
費
に
係
る
費
用
の
支
援
に
よ
る
販
路
拡

大
の
推
進

最
新
の
冷
凍
技
術
の
導
入
に
よ
る
地
場
産
品
の
競

争
力
強
化

地
場
産
品

（
土
産
品
以
外

）
を

、

「
誰
で
も

」
買

う
こ
と
が
で
き
る
仕
組
み
の
構
築

水
産
業

、
農
林
業
を
通
し
た
体
験
観
光
の
開
発
・

促
進

外
国
人
観
光
客
の
受
け
入
れ
態
勢
整
備

新
た
な
島
の
過
ご
し
方
を
提
供

観
光
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
促
進

新
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
利
用
し
た

、
新
た
な
産
業
の
開

発
・
育
成

森
林
資
源
の
循
環
利
用
の
理
解
促
進

企
業
に
よ
る
実
証
実
験
等
の
誘
致

住
宅
リ
フ
ォ
ー

ム
の
助
成

5-1-1　より良い住まいづくりの推進 ●
5-1-2　適正な土地利用の推進 ●
5-1-3　公園の維持管理
5-１-4　上下水道の維持管理 ●
5-1-5　合併浄化槽整備の推進(下水道区域外)

5-2-1　道路網整備の推進
5-2-2　港湾整備の推進 ●
5-2-3　空港整備の推進 ●
5-2-4　島内交通機関整備の推進 ● ●

5-3-1　ICT を活用した情報発信の推進

5-3-2　ICT の多分野での活用による
　　　　　生活の利便性向上

6-1-1　安心して子育てできる環境の整備

6-2-1　離島教育の振興による
　　　　　英知と想像力に富んだ人づくりの推進

●

6-2-2　生涯学習・社会教育の振興
6-2-3　いきがいづくり・健康づくりにつながる
　　　　　スポーツの振興

6-3-1　地域に根ざした芸術文化活動の推進

7-1-1　ふれあい豊かなコミュニティづくりの推進

7-2-1　まちづくりへの町民の積極的参加を図る
7-2-2　多様な方法による行政情報の公開
7-2-3　行政と町民の対話・意見交換の場づくり
7-2-4　まちづくりの担い手の育成

7-3-1　合理化・効率化のための仕組みづくり
7-3-2　機能的な庁舎環境づくり
7-3-3　職員の資質向上
7-3-4　人事評価のブラッシュアップ

7-4-1　広域行政組合・観光物産公社との
　　　　　連携活動の強化
7-4-2　対岸市町村との連携体制の強化
7-4-3　財政の健全化・安定化

5-3　高度情報化

政策６　あたたかい人をつくるまちづくり（子育て・教育・人づくり）
6-1　子育て

７-１　地域コミュニティ

7-2　町民参加のまちづくり

政策５　快適に暮らせるまちづくり（基盤整備・交通・情報）
5-1　住環境の整備

5-2　道路・交通機関

6-2　教育

6-3　歴史文化

政策７　みんなでつくるまちづくり（行財政・町民参加・地域コミュニティ）

７-4　行財政

7-3　時代に合わせた職員・組織・庁舎の改革

1 島ではたらく（産業の振興と雇用拡大）
1-1　農業・林業・水産業 1-2　観光産業 1-3　商工業・新エネルギー
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2-1-1 2-1-2 2-1-3 2-1-4 2-1-5 2-1-6 2-2-1 2-2-2 2-2-3 2-2-4 2-2-5 2-3-1 2-3-2 2-3-3 2-3-4 2-3-5 3-1-1 3-1-2 3-1-3 3-1-4 3-1-5 3-2-1 3-2-2 3-2-3 3-2-4 3-3-1 3-3-2 3-3-3 3-3-4 3-4-1 3-4-2

不
妊
治
療
の
相
談
体
制
の
充
実
と
情
報
発
信

医
療
費
助
成
拡
充
や
育
児
に
係
る
経
費

（
お
む

つ
・
ミ
ル
ク
等

）
の
助
成
等

小
児
科
・
産
婦
人
科
等
の
専
門
医
の
招
へ
い

老
朽
化
し
た
幼
稚
園
施
設
に
つ
い
て

、
認
定
こ
ど

も
園
へ
の
移
行
を
検
討

一
時
預
か
り
事
業

、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
や
フ
ァ

ミ
リ
ー

サ
ポ
ー

ト
セ
ン
タ
ー

制
度
の
実
施

子
ど
も
の
屋
内
の
遊
び
場
の
設
置
検
討

医
療
提
供
体
制
の
充
実
及
び
医
療
従
事
者
の
確
保

大
学
や
専
門
学
校

、
中
学
校

、
高
等
学
校
の
イ
ン

タ
ー

ン
の
受
入
等
の
実
施

人
材
確
保
の
た
め
奨
学
資
金
制
度
等
の
P
R
や
周

知

保
健
予
防
事
業
・
健
康
づ
く
り
事
業
の
充
実

多
世
代
交
流
の
推
進

I
C
T
を
学
習
ツ
ー

ル
と
し
て
活
用
し
た
授
業
の

推
進

現
役
大
学
生
を
招
へ
い
し
た

、
夏
休
み
・
冬
休
み

を
利
用
し
た
学
習
支
援
や
部
活
動
支
援
の
実
施

奥
尻
高
等
学
校
の
入
学
者
を
全
国
か
ら
募
集

学
習
環
境
や
寄
宿
舎
等
の
交
通
基
盤
生
活
基
盤
の

整
備
推
進

海
外
の
研
修
生
と
の
交
流
の
機
会
を
増
や
す

空
き
家
や
空
き
店
舗
の
活
用

移
住
・
定
住
情
報
の
発
信

I
C
T
を
活
用
し
た
テ
レ
ワ
ー
ク
の
推
進

求
人
情
報
の
提
供

相
談
窓
口
及
び
受
け
入
れ
体
制
の
拡
充

公
共
施
設
の
更
新
及
び
維
持
管
理

老
朽
化
し
て
い
る
町
の
道
路
・
橋
り
ょ

う
及
び
港

湾

、
漁
港

、
海
岸
施
設
の
長
寿
命
化

防
災
無
線
の
デ
ジ
タ
ル
化

離
島
航
路

、
航
空
路
の
路
線
維
持
・
確
保

地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
活
用
等

、
島
内
外
・
地
域

の
枠
組
み
を
超
え
た
交
流
に
よ
る
郷
土
愛
の
醸
成

地
域
づ
く
り
セ
ミ
ナ
ー

や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等

、

町
民
が
集
ま
り
学
び
合
え
る
場
の
提
供

地
域
振
興
策
の
研
究
開
発

研
修
や
職
場
体
験
を
活
用

政
策
の
徹
底
的
な
選
択
と
集
中

ま
ち
づ
く
り
に
取
り
組
む
人
材
の
育
成

● ● ● ●
● ● ●

● ●
● ● ● ●

● ● ●

●
● ●
● ●

● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ●
● ●

●
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

●
●

● ● ●

●

●

2 島で産み・育てる（子育て・医療・教育の充実） 3 島で暮らす（まちづくりと行政経営）
2-2　医療・介護 2-3　教育 3-1　移住・定住対策 3-2　インフラ整備 3-3　地域づくり・ひとづくり 3-4　行政経営
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3 発展計画と強靭化計画の施策対照表 
 基本計画の個別施策と強靭化計画の対応関係を表に示します。個別施策の中で、強靭化計画の施策と

関係するものは、重点施策に位置づけます。 

カテゴリー

１－１ 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 1-7

地
震
等
に
よ
る
建
築
物
等
の
大
規
模

倒
壊
や
火
災
に
伴
う
死
傷
者
の
発
生

土
砂
災
害
に
よ
る
多
数
の
死
傷
者
の
発

生

大
規
模
津
波
等
に
よ
る
多
数
の
死
傷

者
の
発
生

異
常
気
象
等
に
よ
る
広
域
か
つ
長
期

的
な
市
街
地
等
の
浸
水

暴
風
雪
及
び
豪
雪
に
よ
る
交
通
途
絶
等

に
伴
う
死
傷
者
の
発
生

積
雪
寒
冷
を
想
定
し
た
避
難
体
制
等

の
未
整
備
に
よ
る
被
害
の
拡
大

情
報
収
集
・
伝
達
の
不
備
・
途
絶
等

に
よ
る
死
傷
者
の
拡
大

1-1-1　つくり育てる漁業の推進

1-1-2　販売流通対策の積極的な推進

1-1-3　担い手育成の推進

1-1-4　就労環境改善の推進 ●

1-1-5　漁業・商業関係各種団体の連携強化

1-2-1　農業・畜産業の生産性向上 ●

1-2-2　林産業の育成 ●

1-3-1　地域商業の育成

1-3-2　地域を大切にする消費者の育成
1-3-3　経営の体質改善と経営の安定化
1-3-4　環境に配慮した鉱業開発の推進 ●

1-4-1　雇用対策の推進
1-4-2　勤労者の就労環境改善の推進
1-4-3　新たな産業の創出

1-4-4　土地の有効活用による新産業の誘致 ●

2-1-1　観光地としての魅力づくりの推進

2-1-2　観光客の受け入れ体制整備 ●

2-1-3　観光に関わる人材育成と組織化の推進 ●

2-1-4　戦略的な観光振興の推進
2-1-5　関連基盤施設の整備推進 ● ●

2-2-1　檜山管内各町や現在交流している
　　　　　市町村以外の自治体との交流・連携の推進

2-2‐2　産業交流の推進

2-2-3　国際交流の推進 ●

3-1-1　奥尻町らしい景観の保全 ●

3-2-1　ガス、灯油などの日常的なエネルギーの
　　　　　安定供給の推進

●

3-2-2　中長期的な新規電源開発を図る ●

3-2-3　新エネルギーの導入推進 ●

3-2-4　ゴミ処理の計画的な推進 ●

4-1-1　島内完結型の医療体制の整備 ● ●

4-2-1　高齢化時代のコミュニティづくりの推進 ● ●

4-2-2　高齢者の生きがいづくりと知識の還元
4-2-3　地域福祉の推進 ●

4-2-4　障がい者福祉の推進 ●

4-2-5　児童・ひとり親家庭への福祉対策の推進 ●

4-2-6　生活の安定を図る

4-3-1　保健体制の整備

4-4-1　防災体制の整備 ● ● ● ● ● ● ●

4-4-2　治水・治山・海岸保全の推進 ● ● ●

4-4-3　消防・救急体制の整備

4-5-1　交通安全の推進

１　人命の保護

政策1　活力あるまちづくり（産業振興・雇用）

リスクシナリオ

1-1　水産業・水産加工業

3-1　景観・自然環境保全

1-2　農林業

1-3　商業・鉱業・工業

1-4　新たな産業・雇用

政策2　交流のまちづくり（交流・観光）
2-1　観光

2-2　交流

政策3　美しい循環型のまちづくり（景観・環境・エネルギー）

3-2　環境・エネルギー

政策４　あんしんで生きがいのあるまちづくり（医療・福祉・保健・防災）
4-1　医療・病院

4-2　高齢者福祉・障がい者福祉

4-3　保健・健康づくり

4-4　防災・消防・救急

4-5　交通安全
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１－１ 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 1-7

地
震
等
に
よ
る
建
築
物
等
の
大
規
模

倒
壊
や
火
災
に
伴
う
死
傷
者
の
発
生

土
砂
災
害
に
よ
る
多
数
の
死
傷
者
の
発

生

大
規
模
津
波
等
に
よ
る
多
数
の
死
傷

者
の
発
生

異
常
気
象
等
に
よ
る
広
域
か
つ
長
期

的
な
市
街
地
等
の
浸
水

暴
風
雪
及
び
豪
雪
に
よ
る
交
通
途
絶
等

に
伴
う
死
傷
者
の
発
生

積
雪
寒
冷
を
想
定
し
た
避
難
体
制
等

の
未
整
備
に
よ
る
被
害
の
拡
大

情
報
収
集
・
伝
達
の
不
備
・
途
絶
等

に
よ
る
死
傷
者
の
拡
大

5-1-1　より良い住まいづくりの推進 ● ●

5-1-2　適正な土地利用の推進 ●

5-1-3　公園の維持管理
5-１-4　上下水道の維持管理 ●

5-1-5　合併浄化槽整備の推進（下水道区域外）

5-2-1　道路網整備の推進 ● ● ●

5-2-2　港湾整備の推進 ● ● ●

5-2-3　空港整備の推進 ●

5-2-4　島内交通機関整備の推進

5-3-1　ICT を活用した情報発信の推進 ● ● ● ●

5-3-2　ICT の多分野での活用による
　　　　　生活の利便性向上

● ● ●

6-1-1　安心して子育てできる環境の整備

6-2-1　離島教育の振興による
　　　　　英知と想像力に富んだ人づくりの推進

● ●

6-2-2　生涯学習・社会教育の振興
6-2-3　いきがいづくり・健康づくりにつながる
　　　　　スポーツの振興

●

6-3-1　地域に根ざした芸術文化活動の推進

7-1-1　ふれあい豊かなコミュニティづくりの推進 ● ●

7-2-1　まちづくりへの町民の積極的参加を図る
7-2-2　多様な方法による行政情報の公開 ● ● ● ●

7-2-3　行政と町民の対話・意見交換の場づくり
7-2-4　まちづくりの担い手の育成

7-3-1　合理化・効率化のための仕組みづくり ●

7-3-2　機能的な庁舎環境づくり ●

7-3-3　職員の資質向上

7-3-4　人事評価のブラッシュアップ

7-4-1　広域行政組合・観光物産公社との
　　　　　連携活動の強化

7-4-2　対岸市町村との連携体制の強化
7-4-3　財政の健全化・安定化

１　人命の保護

5-2　道路・交通機関

政策５　快適に暮らせるまちづくり（基盤整備・交通・情報）
5-1　住環境の整備

７-4　行財政

6-3　歴史文化

政策７　みんなでつくるまちづくり（行財政・町民参加・地域コミュニティ）
７-１　地域コミュニティ

7-2　町民参加のまちづくり

7-3　時代に合わせた職員・組織・庁舎の改革

5-3　高度情報化

政策６　あたたかい人をつくるまちづくり（子育て・教育・人づくり）
6-1　子育て

6-2　教育
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第 3章 基本計画の内容 

1 政策別ページの記載内容 
 政策別ページでは、見開き 2 ページにおいて、計画全体の将来像の実現に向けて、各政策分野で行う

こと、政策分野において目指す将来像とその背景、重要業績評価指標（KPI）、政策分野に紐づく施策、

施策に関連する SDGｓを記載します。 

  

将来像実現に向けた 

政策の推進方針 
 

計画全体の将来像（「しまのスタイル」・「ひと

のスタイル」・「くらしのスタイル」・「まちのスタ

イル」）実現に向けて、政策をどのように進め

ていくか記載。 
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政策分野で目指す 

10年後の奥尻町の姿（将来像） 
 

 政策分野の施策の推進を通して実現を目指す 10 年

後の奥尻町の姿を、「●●が▲▲になっている」の形で

記載。 

その背景についても記載。 

重要業績評価指標 

（KPI） 
 

 政策分野の施策を通して達成を目指す

目標指標について、指標名・基準値・目

標値を記載。 
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施策の方向性 

 施策をどのような方向で進め

るかを記載。 

 

重点施策に関連する総合戦略・

強靭化計画の施策番号を記載。 

 

 行政だけでなく、多様な主体の

協働でまちづくりを進めるため、

町民や地域でできることを記載。 

 

個別計画 

2 施策分野別ページの記載内容 
 施策分野別ページでは、施策分野ごとに、施策の方向性、各施策に紐づく個別施策・重点施策、重点施

策と総合戦略・強靭化計画との対応関係、施策分野の目標達成に向けて町民や事業者にできること、施

策分野に関連する個別計画を記載します。 
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政策１ 
活力あるまちづくり 

（産業振興・雇用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奥尻島を取りまく海の恵みをいただく水産業、島の大地を活かした農林

業。今後も、島の自然を維持・活用していくため、持続可能な農林水産業の

あり方を実現します。農林水産業に関係するすべての人が、島の自然を守

り、活用していくために何ができるか考え、島への貢献を行っていきます。 

島での生活を持続可能な形で維持するためにどうしていくか。担い手や

後継者の不足に対処していくために、島の若年層や島に興味のある島外の

人への情報発信や、業種を超えた関わり合いを深めることで新たな価値の

創出につなげるなどの活動を検討していきます。 

Society5.0の実現に向けて、ネットワーク環境を活用した効率的で新し

い形の第 1 次産業を模索します。またテレワークや副業の普及といった働き

方の多様化の波は、これから 10 年のうちには、奥尻町にも押し寄せてきま

す。柔軟で、クリエイティビティあふれる産業の形を実現するため、この「波」

を逃さず活用します。 

町の既存産業の振興とともに、島外からの事業者の誘致などを行うこと

は、島の産業を多様化させ、新しい時代を拓くイノベーティブな奥尻の実現

に不可欠です。こうした新たな産業の基礎を形づくるために、交流の場の構

築や環境整備を推進していきます。 
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政策目標（分野ビジョン） 

10 年後（令和 12 年）の目指す将来像 

【対   象】奥尻町らしさを活かした新しい産業が… 

【将来の姿】町・地域・島外の協力の中で生み出されている 

将来像設定の背景 
担い手の不足や気候の変化、価値観の多様化等の、奥尻町を取りまく状況の変容に伴い、町

の産業もまた、時代に合わせてそのあり方を変容させる必要が生じています。 

町の雇用創出や島の新しい魅力につながることから、島外の力も積極的に活用しながら、奥尻

町固有の自然的・人文的資源を活かした新しい産業のかたちが求められています。 

■ 目標指標 

指標名 基準値 
目標値 

R12（2030） 

第 1 次産業の新規就業者数 0 人（R1） 10 人 

キャッシュレス決済 

導入事業者数 
8 事業者（R1） 35 事業者 

新規起業者数 0 件（R1） 10 件 

誘致企業数 0 社（R1） 1 社 

■ 施策と SDGｓの関係性 

1-1 水産業・水産加工業  

1-2 農林業  

1-3 商業・鉱業・工業  

1-4 新たな産業・雇用  
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施策 1-1 水産業・水産加工業 

施策の方向性 

 担い手の平均年齢が上昇していることから、若年層の新たな漁業者の増加を目指します。そのために、就

労環境の改善や、流通販売対策の推進を通じた漁業者の所得向上等を目指します。 

また、近年の気象状況の変化に伴って回遊魚の漁獲高が減少していることから、つくる漁業（養殖）を推進

します。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

1-1-1 つくり育てる漁業の推進  4-２ 

1-1-2 販売流通対策の積極的な推進 
1-1-6  1-1-7  1-1-8 

3-3-3 
2-1  4-2  5-2 

1-1-3 担い手育成の推進 
1-1-5  2-3-3  3-1-2 

3-1-4  3-1-5  3-3-1 

3-3-3  3-3-4  3-4-2 

4-2  5-1  7-2 

1-1-4 就労環境改善の推進 1-2-1  3-1-2  3-3-4 1-1  4-2 

1-1-5 漁業・商業関係各種団体の連携強化 1-2-1  

 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●現役の漁業者が主導し、新規就業者への就労指導による担い手の育成に取り組みます。 

●島や周辺で獲れた魚介類を積極的に食べ、地産地消を進めます。 

 

 

 

 

■ 関連する個別計画 

・浜の活力再生プラン（令和元年度～令和 5 年度） 
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施策 1-2 農林業 

施策の方向性 

農業者の不足が進んでいることから、担い手の育成を進めるとともに、農業に関する企業の誘致や複数の

農業者を集めた農業のあり方を検討します。また、新規農作物や新規畜産物の生産を進め、既存の農畜産物

の生産拡大・販売促進を行います。 

遊休農地については、その有効活用策を検討していきます。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

1-2-1 農業・畜産業の生産性向上 

1-1-1  1-1-2  1-2-1 

2-1-1  3-1-2  3-1-4 

3-1-5  3-3-1  3-3-3 

3-3-4  3-4-2 

1-1  2-1  4-1 

4-2  6-2  7-2 

1-2-2 林産業の育成 
1-1-3  1-2-1 

1-3-2  3-3-1 

1-2  4-1 

5-2  6-2 

 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●島で採れた農畜産物を積極的に食べ、地産地消を進めます。 

●伐採後に植林を行うなど、島の自然の恵みを長期的に維持できるように努めます。 

 

 

 

 

 

■ 関連する個別計画 

・農業振興地域整備計画（令和 3 年度～） 

・森林整備計画（令和 2 年度～令和 13 年度） 
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施策 1-3 商業・鉱業・工業 

施策の方向性 

 既存の商工業者が安定的な経営を継続できるよう、商店街や商店の活性化、後継者育成・担い手の育成を

進めるとともに、地場産品の地産地消を支援します。 

 また、島内出身・島外出身を問わず、新規創業支援を行います。 

 さらに建設業においても、今後、後継者や担い手の育成を進め、必要な公共事業の計画的な発注や、維持

管理の推進に努めます。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

1-3-1 地域商業の育成 

1-1-4  1-1-8  3-1-1 

3-1-2  3-1-4  3-1-5 

3-3-1  3-3-3  3-3-4 

3-4-2 

4-2  5-1 

5-2  7-2 

1-3-2 地域を大切にする消費者の育成 1-1-4  1-1-8 4-2  5-2 

1-3-3 経営の体質改善と経営の安定化 
1-1-1  1-1-2  1-1-4 

1-1-7  3-3-3  3-3-4 
5-1 

1-3-4 環境に配慮した鉱業開発の推進   

 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●島内事業者の発展的成長を促進し、また島内外から新たなビジネスチャンスを求める人材が創出される

就業環境の整備を目指します。 

●キャッシュレス決済の導入や利用を積極的に行います。 

 

 

 

■ 関連する個別計画 

・特定有人国境離島地域の地域社会の維持に関する北海道計画 Ⅲ地域別計画（平成 29 年度～） 

・奥尻島地域社会維持推進交付金計画（平成 29 年度～） 

・舗装修繕計画（令和 6 年度～令和 10 年度） 

・緊急自然災害防止対策事業計画（令和 2 年度～令和 6 年度） 
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施策 1-4 新たな産業・雇用 

施策の方向性 

地域おこし協力隊の制度を活用するなど、新規事業者の増加につながる施策を行うとともに、島外からの

企業誘致に積極的に取り組みます。 

奥尻高校卒業者の島外流出が多いことから、高校卒業後にも島内に残って就業できるよう、就業体験を

はじめとした学びから就業までの垣根を下げる活動を検討するとともに、魅力的な就労環境づくりを支援し

ます。 

島の産業などを価値づけ、観光の文脈で捉え直すことで、体験型観光や滞在型観光を推進します。また、

今後、公共事業が少なくなる中でも雇用を維持できる体制づくりを進めます。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

1-4-1 雇用対策の推進 
2-3-3  3-1-3 

3-1-4  3-1-5  3-3-4 
2-1  7-2 

1-4-2 勤労者の就労環境改善の推進 3-1-3  3-3-4  

1-4-3 新たな産業の創出 

1-3-1  1-3-3  3-1-1 

3-1-2  3-1-3  3-1-4 

3-1-5  3-3-1  3-3-3 

3-3-4 

2-1  4-1  7-2 

1-4-4 土地の有効活用による新産業の誘致 
1-3-1  1-3-3  3-1-1 

3-1-2  3-3-3  3-3-4 

1-2  2-1 

4-1  5-1  6-2 

 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●島で働く一人ひとりが、誰にとっても働きやすい職場環境づくりに努めます。 

●新たな体験型観光の創出などを進めます。 

 

 

■ 関連する個別計画 

・特定有人国境離島地域の地域社会の維持に関する北海道計画 Ⅲ地域別計画（平成 29 年度～） 

・奥尻島地域社会維持推進交付金計画（平成 29 年度～） 
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政策２ 
交流のあるまちづくり 

（交流・観光） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島を訪れる人は、島に魅力を感じている人。奥尻島の魅力は多種多様

で、人それぞれ感じ方も異なります。島に暮らす人、島に来る人、島と関わ

る人…。一人ひとりが感じる島の「らしさ」や「よさ」を守り発展させるため

に、島の価値について話し合い、共有し、自分にできることを考えていきま

す。 

島に新風を吹き込んでくれるのは、島の外から訪れる人。島という地理

的に閉じた空間を開き、島の未来も切りひらく。そのために、島の外との交

流の機会を検討していきます。新しい価値観や多様性あふれる島の社会を

形成していくため、一人ひとりが寛容で開かれた人を目指していきます。 

2020年から拡大した新型コロナウイルスは、人と人との触れ合いを抑制

した一方、情報技術を活用した新しい関わり方を提示しました。離島という

隔絶性をハンデとせず、多くの主体と交流を進めていくために、情報技術等

の活用検討を引き続き進めていきます。 

町の魅力や情報は、どうしたら効率的に伝えられるか。職員、町民、事業

者の一人ひとりが考えることは重要ですが、それらを取りまとめて、一つの

形として発信することもまた大切です。町の様々な情報を集約し、効果的に

伝えていくための素地や仕組みの構築を検討していきます。 
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政策目標（分野ビジョン） 

10 年後（令和 12 年）の目指す将来像 

【対   象】奥尻島の「あたりまえ」を… 

【将来の姿】町民も来島者も、固有の資源として認識している 

将来像設定の背景 

 島の自然やなりわいや人との関わり方など、奥尻島で暮らしている人にとっては「あたりまえ」に

感じていることでも、島外のまなざしや、俯瞰的な捉え方によって、魅力的なものとして価値づけら

れるものが数多くあります。 

これらを、島に住む人・来る人・関わる人が、奥尻島固有の資源として、守り、磨き、活用してい

くことは、奥尻の魅力がもっと広く、日本に、世界に知られること、そして島の誇りへとつながりま

す。 

■ 目標指標 

指標名 基準値 
目標値 

R12（2030） 

観光入込客数 2.8 万人（R1） 3.5 万人 

体験型観光メニューの 

体験者数 
延べ 800 人（R1） 延べ 2,500 人 

■ 施策と SDGｓの関係性 

2-1 観光  

2-2 交流  
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施策 2-1 観光 

施策の方向性 

奥尻町の山や海の自然、景観、新鮮な魚介類、歴史・文化・風土、さらには人情味あふれる町民も含めた、

様々な資源を活用した体験型観光の展開を強化します。また、環境に配慮したエコツーリズムやフットパス、

サイクルツーリズム、農泊や渚泊などの観光と農林水産業を一体的に考えた観光振興等を推進し、それらに

対応した人材育成を進めます。 

また、町民や観光関連以外の業種なども含めた異業種間の連携による島ぐるみの観光振興の体制づくり

を進め、島全体での観光客の受け入れ環境を整え、奥尻町のファンやサポーターなどのリピーターの確保を

行います。 

はこだて観光圏との連携も含め、島外との交通アクセスの充実などを関係機関に要請し、離島のハンディ

キャップを逆手にとって、島の魅力や特徴を最大限に活かした挙島体制での観光立島を目指します。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

2-1-1 観光地としての魅力づくりの推進 1-2-1  1-2-3  3-3-1 4-2 

2-1-2 観光客の受け入れ体制整備 1-2-2  1-2-3 1-7 

2-1-3 観光に関わる人材育成と組織化の推進  
1-2-1  1-2-2  1-2-3 

1-2-4  3-1-2  3-4-2 
1-7  7-2 

2-1-4 戦略的な観光振興の推進 1-2-1  1-2-3  3-3-3  

2-1-5 関連基盤施設の整備推進 1-2-3  1-2-4  3-1-1 1-1  1-7 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●町民一人ひとりが奥尻島のセールスマンとしての意識を高め、積極的にＰＲします。 

●観光従事者に限らず、すべての町民が観光客を迎えるおもてなしの意識を高めます。 

●町民も交わる体験型メニューに積極的に参加します。 

 

■ 関連する個別計画 

・特定有人国境離島地域の地域社会の維持に関する北海道計画 Ⅲ地域別計画（平成 29 年度～） 

・奥尻島地域社会維持推進交付金計画（平成 29 年度～） 

・第 2 次南北海道定住自立圏共生ビジョン（平成 31 年度～令和 5 年度） 
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施策 2-2 交流 

施策の方向性 

北海道新幹線の札幌延伸や道南地域が一体となった広域的なはこだて観光圏と連携した滞在型観光ルー

トの構築や、北海道の離島（利尻島・礼文島・天売島・焼尻島）との連携による離島ブランドの確立など、島外

地域との地域間交流を積極的に進めます。また、奥尻町への集客を高めるため、道南地域を中心に、道内や

道外に対して奥尻町の自然や体験メニューの情報発信、おくしりブランドの確立などを推進します。 

産業交流の分野では、水産業や農業、観光、環境などの異業種交流を進め、奥尻町のイメージアップを図

るとともに、特産品や新たなビジネスなどの共同開発を進めます。それにより、定住人口や交流人口、関係人

口の増加を図ります。また、未開発資源を活用した産業交流の推進などの仕組みや人材の育成を進めます。 

国際交流は、町民の異文化に対する理解を深め、奥尻町の中だけでは得られない新たな価値観を備える

ことができ、その経験は奥尻町の魅力の再確認を行うことにもつながり、町に対する愛着や誇りの醸成につ

ながります。そのため、観光や教育において、英語をはじめ、近年集客が進んでいるアジア客などに対応した

中国語などの外国語教育などを進め、町民の国際感覚を高め、外国の人々との相互理解を図るため、積極

的な国際交流に取り組んでいきます。 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

2-2-1 檜山管内各町や現在交流している 

市町村以外の自治体との交流・連携の推進  
1-2-3  3-3-1 3-1 

2-2‐2 産業交流の推進 1-1-1  3-3-1  3-3-3 4-2 

2-2-3 国際交流の推進 2-3-5 1-7 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●道南・檜山地域が一体となった広域的な観光圏の構築や、北海道の離島（利尻島・礼文島・天売島・焼尻島）

との連携による離島ブランドの確立など地域間交流を積極的に進めます。 

●奥尻町への集客を高めるため、道南地域を中心に、道内や道外に対する奥尻町の自然や体験メニュー、お

くしりブランドの情報発信による知名度の向上を図ります。 

●国際交流に対応した外国語の習得に取り組みます。 

●外国人観光客へのホスピタリティの意識と対応を高めます。 

■ 関連する個別計画 

・特定有人国境離島地域の地域社会の維持に関する北海道計画 Ⅲ地域別計画（平成 29 年度～） 

・奥尻島地域社会維持推進交付金計画（平成 29 年度～） 

・第 2 次南北海道定住自立圏共生ビジョン（平成 31 年度～令和 5 年度） 
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政策３ 
美しい循環型のまちづくり 

（景観・環境・エネルギー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奥尻を形づくる自然、その自然と奥尻の人々との関わりの中で生まれて

きた景観。島で暮らす人にとっては当たり前の自然や景観も、奥尻町に固

有の貴重な資源となります。日常は、かけがえのない資源であることを皆で

感じ、そのために何ができるか。一人ひとりが考え、行動します。 

美しい島の環境、そして地球の環境も、毎日の生活に大きく影響されま

す。環境のために何ができるのか。環境への意識を高めて、ごみの分別や

エネルギー等の無駄のない利用、リサイクルの推進など、自分にもできるこ

と、地域や隣近所でできることを少しずつ進めていきます。 

島にも地球にもやさしいエネルギー。島固有の資源を活かして、クリーン

なエネルギーの生産・利用を進める。島に吹く風も、島で出るごみも、何か

の役に立つかもしれない。町・町民・事業者などの様々な主体との関わりを

大切にしながら、柔軟な発想で検討を進めていきます。 

土地の使い方、家のデザイン、エネルギーの生産・利用の方法…。町民や

事業者が各々で考えるあり方を、目安や軸をつくってベクトルを合わせてい

く。多様な主体が、多様な考えを持ちながらも同じ方向を向いて島の環境や

資源等を考えていけるように、その基礎づくりを進めていきます。 
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政策目標（分野ビジョン） 

10 年後（令和 12 年）の目指す将来像 

【対   象】島の自然から受ける恵みに対し… 

【将来の姿】町民すべてが貢献できている 

将来像設定の背景 

島を取りまく自然がもたらす、気候、食、景観…。日々の暮らしに潤いを与え、豊かにしてくれる

ものでも、毎日触れていると、その恩恵をつい忘れがちになります。 

これからもずっと、奥尻島らしい自然の恵みを享受していけるように、どんなに小さなことであっ

ても、島に住むすべての人が、コツコツと島への貢献を行っていくことが大切です。 

■ 目標指標 

指標名 基準値 
目標値 

R12（2030） 

資源物の回収量 36t（R1） 168t 

一人当たりのごみ排出量 1.25kg（H30） 0.69kg 

■ 施策と SDGｓの関係性 

3-１ 景観・自然環境保全  

3-２ 環境・エネルギー  
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施策 3-１ 景観・自然環境保全 

施策の方向性 

奥尻町の魅力であり観光資源となっている豊かな海や山の自然の保全を進め、美しい自然景観の形成を

促進します。そのため、町民の環境美化活動への参加促進や自然体験学習の場づくりを進めるなど、町民意

識の向上・啓発を進めます。 

島内での開発行為に際しては、環境保全の考え方を重視するとともに、自然風景と一体化した景観形成を

進めます。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

3-1-1 奥尻町らしい景観の保全を図る 1-1-3  1-3-2  3-1-1 1-2  6-2 

 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●海岸や森林の保護活動に取り組みます。 

●植樹など身近な自然や景観づくりの取組を進めます。 

●「奥尻町クリーンアップ作戦」に積極的に参加します。 
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施策 3-2 環境・エネルギー 

施策の方向性 

低炭素社会の実現を目指して、町内における環境への負荷が少ない発電手法等の検討や、節電に向けた

島内でのエネルギー循環を継続させます。また、木質バイオマスなどのさらなる活用を行うことにより、「ゼ

ロエミッション」の島づくりを進め、先駆的な環境立島を目指します。 

加えて、不法投棄の防止策や海岸漂着物の減量・適切な処理の方法を検討していくほか、ゴミ処理施設の

延命化を進め、安定的な廃棄物の処理を行います。 

これにより安心・安全のイメージが付加され、交流人口の増加やおくしりブランドの構築につなげます。 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

3-2-1 ガス、灯油などの日常的な 

エネルギーの安定供給の推進 
 1-1  4-1 

3-2-2 中長期的な新規電源開発を図る 1-3-1  3-3-3 1-1  4-1 

3-2-3 新エネルギーの導入推進 1-3-1  1-3-2  3-3-3 1-1  4-1 

3-2-4 ゴミ処理施設の延命化を図る  1-1 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●環境に関する意識を高め、ゴミ分別などの取組を積極的に実践します。 

●限りあるエネルギー資源の有効利用を推進します。 

●環境に関する知見の集積に取り組みます。 

●３R（リデュース、リユース、リサイクル）の取組を積極的に進めます。 

 

■ 関連する個別計画 

・一般廃棄物処理基本計画（平成 31 年度～） 
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政策４ 
あんしんで生きがいのあるまちづくり 

（医療・福祉・保健・防災） 

 

 

 

 

 

 

暮らしも、人々の心も豊かにしてくれる島の自然は、常に、我々に優しく

接してくれるわけではなく、時に牙をむくこともあります。万が一に備えるこ

とは、島と共生していくこと。一人ひとりが島を知り、対処法を練ることで、

安心した島での生活を実現します。 

 島という隔絶性がありながらも、奥尻の島人は概してオープン。そんな島

人の気質は、これからも守り伝えていきたい。地域の人、隣近所、島の外か

ら来る人、色々な人が多様に関わりあい、いざという時も、普段の生活で

も、みんながいきいきと過ごせる奥尻町をつくります。 

中心地から遠く離れた奥尻町であっても、十分な医療や福祉を享受でき

るようにすることは不可欠です。ICT の活用によって、医療や福祉の質を、

本土と遜色ない程度に近づけられるよう、検討を進めていきます。 

協働が進む中にあっても、安全・安心な暮らしの支え手としての町の役割

は、変わることはありません。災害への備えや、医療や福祉の補助・支援は

もとより、各種制度の相談や申請のハードルを下げる、離島医療の質を高め

るための基盤整備を行うといった、ハードとソフトの両面の取組を検討して

いきます。 
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政策目標（分野ビジョン） 

10 年後（令和 12 年）の目指す将来像 

【対   象】町内に住むすべての人が… 

【将来の姿】関係の深さやかたちを問わず、つながりを感じている 

将来像設定の背景 
日常の暮らしから、災害、病気…。あらゆる場面において、互いに気にかけ、思いやり、いざとい

う時は助け合い、団結し合う。時にはおせっかいと感じるほどの、奥尻町のそうした人との関わり

合いは、これからも受け継いでいきたい。 

町に住むすべての人が、年齢や性別、障がいの有無、出身地など様々な属性に関係なく、誰か

とつながりを持って暮らしていける島の社会は、町の大きな強みとなり、誇りとなります。 

■ 目標指標 

指標名 基準値 
目標値 

R12（2030） 

介護の必要のない 

高齢者の割合 
81%（R1） 現在の状況を維持 

特定保健指導の実施率 60%（R1） 70% 

ハザードマップの種類数 1 種類（R1） すべての災害種別 

■ 施策と SDGｓの関係性 

4-1 医療・病院  

4-2 高齢者福祉・障がい者福祉  

4-3 保健・健康づくり  

4-4 防災・消防・救急  

4-5 交通安全  
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施策 4-1 医療・病院 

施策の方向性 

離島であるがゆえのハンディキャップを克服するため島内完結型医療体制を目指し、子どもから高齢者ま

で、島から出なくても安心して暮らすことができる医療環境づくりを進めます。そのため、島外の関係機関や

医療機関との ICT を活用した医療連携の構築・強化を図るとともに、専門外来の医師の招へいの継続や、医

療体制を構築するための人材の確保や育成を積極的に進め、医療の現場における環境づくりも充実させて

いきます。 

また、医療施設の基盤整備のため、施設の延命措置を進めます。 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

4-1-1 島内完結型の医療体制の整備 
2-1-2  2-1-3 

2-2-1  2-2-4 

1-1  1-7 

2-1  2-3 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●普段から自らの健康に気をつかい、受診の必要がない暮らしに努めます。 

●病院のコンビニ受診を控えるなど、病院の適正な利用を行います。 

 

 

■ 関連する個別計画 

・奥尻町国保病院新改革プラン（平成 29 年度～） 

・第 2 次南北海道定住自立圏共生ビジョン（平成 31 年度～令和 5 年度） 
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施策 4-2 高齢者福祉・障がい者福祉 

施策の方向性 

高齢者が島の暮らしで生きがいを持って暮らすことができるように、元気な高齢者が活躍できる雇用の

機会を創出するとともに、町民が気軽に集い活動できる「通いの場」づくりを進め、「通いの場」の担い手確

保に取り組みます。 

また、介護福祉士やケアマネージャー、在宅ヘルパー、理学療法士などの福祉人材も活用しながら、高齢者

や障がい者を地域住民が見守る地域福祉の体制やネットワークを強化します。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

4-2-1 高齢化時代のコミュニティづくりの推進 2-2-5  3-3-2 
1-1  1-7 

2-3  7-2 

4-2-2 高齢者の生きがいづくりと知識の還元 
2-2-5  3-3-1 

3-3-2  3-4-2 
 

4-2-3 地域福祉の推進 

1-2-4  2-1-1  2-1-2 

2-1-3  2-1-4  2-1-5 

2-1-6  2-2-1  2-2-4 

2-2-5  3-2-1 

1-7  2-3  7-2 

4-2-4 障がい者福祉の推進  1-7  2-3  7-2 

4-2-5 児童・ひとり親家庭への福祉対策の推進 2-1-2  2-1-3  2-1-5 1-7 

4-2-6 生活の安定を図る   

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●身近な高齢者や障がいを持った方々に、積極的に声がけをします。 

 

 

 

■ 関連する個別計画 

・奥尻町高齢者福祉計画・第 8 期介護保険事業計画（令和 3 年度～令和 5 年度） 

・第 3 次奥尻町障がい者基本計画（平成 30 年度～令和５年度） 

・第 6 期奥尻町障がい福祉計画（令和 3 年度～令和 5 年度） 

・奥尻町地域福祉計画（平成 30 年度～令和 5 年度） 
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施策 4-3 保健・健康づくり 

施策の方向性 

保健・医療・福祉担当との連携をより深めることにより効果的な啓発活動を模索し、各種健（検）診受診率

の向上と保健指導の実施率向上につなげて発症リスクを軽減し、医療費の抑制及び健康で活動的な社会を

目指します。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

4-3-1 保健体制の整備 
2-1-1  2-1-2  2-1-3 

2-1-4  2-2-1  2-2-4 
2-3 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●特定健診や、がん検診などを積極的に受診し、自らの健康は自らで守る意識を高めます。 

 

 

 

■ 関連する個別計画 

・第 2 期奥尻町保健事業計画（データヘルス計画）（平成 30 年度～令和 5 年度） 

・第 3 期特定健康診査等実施計画（平成 30 年度～令和 5 年度） 

・保健事業計画（単年計画） 
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施策 4-4 防災・消防・救急 

施策の方向性 

町の地域防災計画の見直しを迅速に行い、町民の災害に対する防災意識の啓発を進めます。また、緊急時

の交通確保や緊急告知装置への対応を進め、治山・治水・海岸保全の整備を進めます。また、緊急自然災害

防止対策事業において、計画対象とした河川の修繕や土砂の除去を進めます。 

災害時及び緊急患者の搬送時には、ドクターヘリや緊急ヘリの要請を各関係機関と連携をしっかり図り迅

速に対応します。また、救急体制だけでなく日頃の消防体制の充実に向けた施設の維持や水難被害に備えた

救援体制づくりの充実も推進します。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

4-4-1 防災体制の整備 3-2-3 奥尻町強靭化計画の全施策 

4-4-2 治水・治山・海岸保全の推進  
1-2  1-3  1-4、 

4-4  5-2  6-１  6-2 

4-4-3 消防・救急体制の整備  2-2  3-1 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●自分の命は自分で守ります。（自助） 

●災害時の備蓄をしたり、避難場所の確認をしたりします。 

●地域での助け合いを進め、町内会単位の自主防災組織の活動に協力します。（共助） 

●災害時に備えて、日頃からの防災意識を高めます。 

■ 関連する個別計画 

・緊急自然災害防止対策事業計画（令和 2 年度～令和 6 年度） 

・奥尻町地域防災計画（最終改正：令和 2 年 8 月） 

・奥尻町国民保護計画（最終改正：令和 2 年 7 月） 

・奥尻町業務継続計画（最終改正：令和 2 年 9 月） 
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施策 4-5 交通安全 

施策の方向性 

島内の自動車整備体制の維持・向上を図るとともに、次世代自動車普及に対応できるような施設及び技

術力を強化していきます。また、街頭指導やチャイルドシートの貸出などにより町民への交通安全意識の啓

発も図ります。 

 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

4-5-1 交通安全の推進   

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●一人ひとりが交通安全思想を普及します。 

●交通安全を自らのことと捉え、交通ルールやマナーを習慣づけ、交通事故の防止を図ります。 

●交通トラブルを未然に防ぐために、車のメンテナンス（車検等）をしっかり行います。 

 

■ 関連する個別計画 

・奥尻町交通安全運動推進委員会事業計画（毎年度更新） 

 

 

 



 

 

 

 

 



  

 

 

 

政策５ 
快適に暮らせるまちづくり 

（基盤整備・交通・情報） 
 

 

 

 

 

 

 

道路網や島内交通、島外との交通、上下水道をはじめとしたインフラは、

島の暮らしの利便性を高める一方、島の環境に影響を与えるものです。島

の環境維持と利便性を両立させることを念頭に置き、自然への影響を最小

限度に抑えた、各種インフラ整備や事業活動等を行います。 

暮らしを支えるインフラは、その維持管理の担い手が減少する中にあっ

て、町民自らがその役割を負っていく必要が出てきます。例えば、普段使う

道路についても、まずはその異常を自ら発見できるようになる。次第に、そ

の修復についても、地域で検討できるようになっていく。行政との協力の下

で、自らの暮らしの利便性に対してできることを考えられるようにします。 

本土から離れた奥尻島。その隔絶性をハンデにしない。島外からの事業

誘致や移住促進を考えていく中でも、島外との密なコミュニケーションが取

れる環境整備は欠かせません。ネットワーク環境へのアクセシビリティを高

め、距離を超えた暮らしの質の向上を検討していきます。 

これからの時代、暮らしの基盤整備の担い手が、行政に加えて多様な主

体へと移っていくことは必然でしょう。しかし、その整備を安定的・効率的に

実施するためには、様々な支援は不可欠です。基盤整備の土台作りのため

に、議論の場の構築や制度による支援も検討していきます。 
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政策目標（分野ビジョン） 

10 年後（令和 12 年）の目指す将来像 

【対   象】「不便なのは島だから仕方ない」と感じることが…  

【将来の姿】今より少なくなっている 

将来像設定の背景 
 離島という隔絶性は、島らしさを生む反面、本土との間で生活の利便性にハンデを生むこともあ

ります。 

公共交通、生活インフラ、通信環境、各種の行政手続きなど、島らしさを活かしつつハンデを取

り除くことは、いま町に住んでいる人はもちろん、これから町に来る人にとっても、重要な視点で

す。島での暮らしに合わせたサービス提供体制や、各種サービスへのアクセシビリティの向上を目

指す必要があります。 

■ 目標指標 

指標名 基準値 
目標値 

R12（2030） 

生活排水処理人口普及率 80.8％（R1） 98.5% 

簡易水道の普及率 75.7％（R2） 90.2％（R5） 

下水道の普及率 87.5%（R1） 100％ 

長寿命化点検対象橋梁数 0 橋（H26） 12 橋（R4） 

公共交通機関の 

利用率・利用者数 

フェリー 

利用者数 
5.5 万人（R1） 6.0 万人 

航空機 

利用率 
46.6%（R1） 70％ 

町有バス 

利用者数 
55 千人（R1） 61 千人 

マイナンバーカードの普及率 16％（R1） 50％ 

■ 施策と SDGｓの関係性 

5-1 住環境の整備  

5-２ 道路・交通機関  

5-３ 高度情報化  
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施策 5-1 住環境の整備 

施策の方向性 

【住宅・空き家】 

公営住宅などの老朽化に伴い、既存の建物を活用しながら長寿命化を基本とし、修繕や維持を進めます。 

 

【公園】 

遊具の老朽化が進んでいることから、これらの修繕や更新を行い、安全な憩いの場をつくります。また、複

合的な遊具の整備も行います。 

 

【上下水道】 

谷地・武士川地区について簡易水道への移行を行い、水質保全・安定供給に努めます。水道長寿命化計画

の策定及び推進を行います。下水道については、未普及の解消と老朽化している施設の長寿命化改善を行

い機能保全に努めます。また、バキューム車の更新を行い、より効果的なし尿処理を行います。 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

5-1-1 より良い住まいづくりの推進 
1-3-4  2-3-4 

3-1-1  3-2-1  3-2-2 
1-1  1-2 

5-1-2 適正な土地利用の推進 
1-3-4  3-1-1 

3-2-1  3-2-2 
1-2  5-1  6-2  7-1 

5-1-3 公園の維持管理 3-2-1  3-2-2  

5-１-4 上下水道の維持管理 
1-3-4  2-3-4 

3-1-1  3-2-1  3-2-2 
1-1  2-1  4-3 

5-1-5 合併浄化槽整備の推進（下水道区域外） 3-1-1  3-2-1  3-2-2 4-3 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 
町民や地域でできること 

●安全で衛生的な暮らしのため、住まいの点検整備を十分に行うとともに、長期的な視点で住宅の維持管

理について考えます。 

●水を大切にし、無駄遣いをしないようにします。 

●公園周辺の美化活動に取り組みます。 

■ 関連する個別計画 

・公営住宅等長寿命化計画（令和 3 年度～令和 12 年度） 

・簡易水道統合整備計画（平成 25 年度～令和 4 年度） 

・終末処理施設ストックマネジメント基本計画（令和元年度～令和 5 年度） 

・漁業集落排水施設機能保全計画（令和元年度～令和 5 年度） 

・奥尻町生活排水処理普及計画（平成 29 年度～令和 8 年度） 
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施策 5-2 道路・交通機関 

施策の方向性 

町内の道道及び町道や町内の港湾は、食料や燃料といった町内での暮らしに必要な物資が経由する拠点

であるため、整備や改善を進めます。また、道路については歩道を整備し、安心して歩ける道路を整備してい

きます。 

フェリーや航空機は、事業者との協議も行いながら路線の維持に努めます。島内の町有バスは高齢者、学

生など交通弱者、島外からの来訪者にとって欠かせないものであることから、路線の維持を行うとともに、

ノンステップバスの導入など高齢化等への対応策を検討します。また、これらの公共交通機関のダイヤの相

互調整を検討し、地元民間交通事業者（ハイヤー・レンタカー）との連携を図り、利便性の確保に努めます。 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

5-2-1 道路網整備の推進 3-2-2 
1-1  1-3  1-5 

4-4  5-2 

5-2-2 港湾整備の推進 1-2-4  3-2-2  3-2-4 
1-1  1-3  1-5 

4-2  4-4  5-2 

5-2-3 空港整備の推進 1-2-4  3-2-2  3-2-4 1-3  4-4  5-2 

5-2-4 島内交通機関整備の推進 
1-2-3  1-2-4 

2-3-4  3-2-1 
4-4 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●道路のゴミ拾いを行うなど、美化活動を積極的に行います。 

●交通弱者（学生・高齢者など）の移動手段確保のため、公共交通を利用します。 

 

 

 

■ 関連する個別計画 

・奥尻町橋梁長寿命化修繕計画（平成 26 年度～令和 8 年度） 

・舗装修繕計画（令和 6 年度～令和 10 年度） 

・滑走路の着陸帯の延長工事計画（令和 2 年度～令和 8 年度） 
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施策 5-3 高度情報化 

施策の方向性 

情報セキュリティ対策を進めるとともに、ICT を活用した教育や福祉の充実、行政サービスの利便性の向

上を促進します。また、今後も町民のインターネット利用を促進し、町民による情報発信を進め、町全体のさ

らなる情報化を目指します。 

 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

5-3-1 ICT を活用した情報発信の推進 
2-3-1  3-1-2  3-1-3 

3-1-4  3-2-3  3-3-3 

1-1  1-5 

1-6  1-7  4-2 

5-3-2 ICT の多分野での活用による 

生活の利便性向上 

2-3-1  3-1-3  3-2-1 

3-2-2  3-2-3  3-3-3 
1-1  1-5  1-7 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●インターネットを活用して国内・海外とのつながりを深め情報の流れを活発にします。 

●情報セキュリティの意識を高めます。 

●SNS などを活用した観光 PR を進めます。 

 

 

■ 関連する個別計画 

・情報セキュリティポリシー（最終改訂：令和 3 年 3 月） 

・教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（令和元年 12 月版） 

 

■ 用語解説 

・ICT： ICT は「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の略で、通信技術

を活用したコミュニケーションを指す。情報処理だけではなく、インターネットのような通信技術を利用した産業

やサービスなどの総称。 



 

 

 

 

 



  

 
 

 

 

政策６ 
あたたかい人をつくるまちづくり 

（子育て・教育・人づくり） 
 

 

 

 

 

 

 

日々暮らす島のことを、どれだけ知っているだろう。島の自然、島の景

色、島の文化…。色々な世代の人が知識を共有し合い、奥尻町のことをも

っと好きになれるように。そうした関わり合いを通じて、誰もが心豊かに暮

らせる奥尻町をつくって行きます。 

「ゆりかごから墓場まで」。人口が減っていく中で、すべてを行政が行うこ

とはできませんが、地域の人、島外の人、様々な人の協力を得ながら、子ど

も、子育て世代、そしてお年寄りまで、すべての世代の人が安心して過ごせ

るように。冬は寒くても、心はいつでもあたたかい島の社会をつくります。 

グローバル化や、働き方の多様化等が進む中で、価値観や社会の多様化

もまた進んでいます。社会は単一のものではなくて、その構成員や場所によ

って様々です。島嶼性を活かしつつも超えていく。島外を知るための活動も

重視しながら、価値観や島の社会の多様化を図っていきます。 

出産や子育ての不安。学びや交流への欲求。町民のニーズを把握し、道

や国との意思疎通を通じて、そのニーズに対処していく。子育て世代の不安

解消や学びの機会の創出など、町民の心豊かな暮らしを支えるために何が

できるか、継続的に検討します。 
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政策目標（分野ビジョン） 

10 年後（令和 12 年）の目指す将来像 

【対   象】子を持つ世帯や子どもたちが… 

【将来の姿】町、学校、地域の連携により支えられている 

将来像設定の背景 

 奥尻町で子を持つと決めた親が、安心して子育てが行えること、そして奥尻町で生まれた子ども

たちが、心豊かに、多様性を持って育っていくことは、奥尻町の将来を描くうえで不可欠なもので

す。 

 妊娠・出産・子育てを一連の流れとして、制度により支援し、地域により支えていくことは、子育

ての不安を払拭し、安心して子どもを産み育てられる奥尻町の形成につながります。また、子ども

たちが親や学校等だけでなく、様々な世代や居住地の人たちと関わり合う中で成長していくこと

は、多様な個性や価値観を認め合い、創造性を持って育っていくことにつながります。 

■ 目標指標 

指標名 基準値 
目標値 

R12（2030） 

乳幼児期を通じて保健師の 

相談を受けていない子どもの数 
0 人（R1） 0 人 

島留学生受入数 15 人（R1） 20 人 

奥尻津波館の来館者数 4,800 人（R1） 9,000 人 

歴史民俗資料展示室来館者数 520 人（R1） 1,000 人 

■ 施策と SDGｓの関係性 

6-1 子育て  

6-2 教育  

6-3 歴史文化  
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施策 6-1 子育て 

施策の方向性 

子ども医療費助成制度により、医療費の経済的負担の軽減を図り、安心して子育てができる環境づくりを

目指します。 

奥尻町子育て世代地域包括支援センターの利用促進により、妊娠期から子育て期までのきめ細かいサポ

ートを行い、子育て環境の改善を図ります。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

6-1-1 安心して子育てできる環境の整備 
2-1-1  2-1-2  2-1-3 

2-1-4  2-1-5  2-1-6 

2-2-1  2-2-5 

7-2 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●妊婦健診や予防接種をきちんと受ける。 

●子育てに関するサービスや相談を気軽に利用する。 

 

 

■ 関連する個別計画 

・奥尻町子ども・子育て支援事業計画（令和 2 年度～令和 6 年度） 
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施策 6-2 教育 

施策の方向性 

島である特性を活かして、離島教育を積極的に進め、地域住民との連携・協働による教育の環境づくりを

図ります。 

就学前の教育に関しては、園児数の推移から、幼稚園と保育所が一体となった認定子ども園（仮称）の設

置に向けた仕組みと施設整備の検討を進めます。 

また、小中高等学校の施設の老朽化の改善を図るとともに、ＩＣＴ教育をより一層推進させることで、離島

における教育上のハンディキャップを解消します。 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

6-2-1 離島教育の振興による英知と 

想像力に富んだ人づくりの推進 

1-1-5  2-1-6  2-2-2 

2-2-3  2-3-1  2-3-2 

2-3-3  2-3-4  2-3-5 

3-3-1  3-4-2 

1-1  1-7 

6-2-2 生涯学習・社会教育の振興 

2-1-5  2-2-2  2-2-3 

2-2-5  2-3-1  2-3-2 

2-3-3  2-3-5  3-3-1 

3-3-2 

 

6-2-3 いきがいづくり・健康づくりに 

つながるスポーツの振興 
2-2-2  2-3-2  3-3-2 1-1 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●地域全体で子どもたちの学びや成長を支え、自らも成長します。 

●自分たちの力で学校や地域の課題を解決していくという「当事者意識」を持ちます。 

●子どもの地域コミュニティ活動への参加を促進します。 

●スポーツを「します。」「みます。」「ささえます。」 

■ 関連する個別計画 

・第 9 次奥尻町社会教育中期 5 カ年計画（令和 3 年度～令和 7 年度） 

・奥尻町読書活動推進計画（令和 3 年度～令和 7 年度） 
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施策 6-3 歴史文化 

施策の方向性 

奥尻町に残る遺跡出土品や古民具などの文化遺産や奥尻祈漁太鼓などの伝統芸能の保護、伝承を進め、

一般町民、児童生徒のほか来島観光客に対して歴史・文化・風土に触れることができる機会を提供します。 

また、震災の経験を活かして次代を担う子どもに防災・減災の重要性を伝承していきます。関係部署と連

携して奥尻町の歴史・文化や自然を活かした観光アクティビティの開発・運営を補助し、ガイド人材育成を手

助けします。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

6-3-1 地域に根ざした芸術文化活動を進める 
2-2-2  2-3-1 

2-3-2  3-3-1  3-3-2 
 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●奥尻の歴史文化を学び、地域の伝統文化を受け継ぎ、次世代に伝えていきます。 

●各種芸術文化の発表や鑑賞機会などに参加します。 

 

 

■ 関連する個別計画 

・第 9 次奥尻町社会教育中期 5 カ年計画（令和 3 年度～令和 7 年度） 

 

 

 



 

 

 

 

 



  

 
 

 

 

政策７ 
みんなでつくるまちづくり 

（行財政・町民参加・地域コミュニティ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 年後、奥尻町をどんな姿にするか。これから守っていきたい奥尻島固

有の資源、時代の変化に合わせて変容させていく島のあり方。奥尻町に関

わるすべての人が、奥尻町の資源や課題を主体的に考え、話し合い、将来

の奥尻町をつくるために行動します。 

一人ひとりが持っている知識や能力は、様々な人々と交流し、有機的に

結合させることで、新しい価値や力になります。島の中、島の外。性別や出

身地、年齢、地位、考え方…。多様なバックグラウンドの人々と関わり合う機

会を持つことで、島を開き、人を開き、未来を拓きます。 

新しい奥尻町をつくるためには、今の奥尻町を知らなくてはいけない。

今、町ではどんな人が、何をしているのか。町の経済は、産業は、町政は…。

様々な情報を、まちづくりの主人公であるすべての人が享受できるように、

媒体や方法など、情報発信に工夫を凝らしていきます。 

人が減り、職員が減り、町で使えるお金も減る。こうした中で、持続可能な

行財政を実現していくために、業務の効率化や職員の能力向上を図りま

す。町のこと、島のことを、「自分事」として考えて、変えるところは変え、行動

はスピーディーに。新しい「奥尻町」のあり方を検討していきます。 
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政策目標（分野ビジョン） 

10 年後（令和 12 年）の目指す将来像 

【対   象】奥尻町を取りまく様々課題を… 

【将来の姿】町に関わるみんなが「自分事」として考えている 

将来像設定の背景 
 まちづくりを行う上では、職員と町民が課題を共有し、それに対して各々の立場で何ができるの

かを考え、行動していくことが必要です。 

 町は積極的に課題についての情報を町民に提示し、町民は町の課題を身近な問題、すなわち

「自分事」に読み替え、周りを巻き込んで行動していく。人口が減り、奥尻町を取りまく変化も多様

化していく中にあっては、より多くの主体が、より多くの考え方のもとで、主体的に活動していくこ

とで、10年後の町の将来を描いていくことが可能です。 

■ 目標指標 

指標名 基準値 
目標値 

R12（2030） 

ふるさと納税件数 2,225 件（R1） 5,000 件 

職員提案件数 0 件/年（R1） 5 件/年 

■ 施策と SDGｓの関係性 

７-１ 地域コミュニティ  

７-2 町民参加のまちづくり  

7-3 時代に合わせた 

職員・組織・庁舎の改革 
 

７-４ 行財政  
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施策７-１ 地域コミュニティ 

施策の方向性 

かつての良好な地域コミュニティを醸成するため、子どもから高齢者など多世代が交流する場の創出や、

地域のコミュニティ活動の推進に努めます。 

さらに、地域内や町民同士のつながりを強化し、地域福祉や地域への関心を高め、ふるさと意識の醸成を

図ります。 

 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

7-1-1 ふれあい豊かな 

コミュニティづくりの推進 

2-1-5  2-2-5 

3-3-1  3-3-2  3-4-2 
1-1  1-7  7-2 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●地域の行事やお祭りの持続的開催に向けた体制を構築します。 

●各種サークル活動や地域コミュニティ活動に参加し交流を図ります。 

●既存の交流拠点を積極的に活用します。 

●顔の見える近所付き合いを進めます。 

●町での暮らしにおいて、問題意識を持って主体的に地域の課題に取り組みます。 
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施策 7-2 町民参加のまちづくり 

施策の方向性 

奥尻町のまちづくりにおいて、行政と町民がともにまちづくりを行う、町民参加型の仕組みづくりを進め

ます。そのため、広報紙やホームページ、SNS、防災行政無線放送など多様な方法によって、町民に向けた分

かりやすい情報発信・情報公開を心掛けるとともに、多様な世代の町民の意見を把握する機会の創出を進め

ます。 

また、町民のまちづくりへの意識や責任の向上とあわせて、町民による地域活動への支援を行います。 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

7-2-1 まちづくりへの 

町民の積極的参加を図る 
3-3-1  3-3-2  3-4-2 7-2 

7-2-2 多様な方法による行政情報の公開 3-1-2  3-2-3 
1-1  1-5 

1-6  1-7 

7-2-3 行政と町民の対話・意見交換の場づくり 3-3-2 7-2 

7-2-4 まちづくりの担い手の育成 

2-2-2  2-2-5  2-3-2 

2-3-3  3-1-2  3-3-1 

3-3-2  3-3-3  3-3-4 

3-4-2 

 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●まちづくりの様々な機会に積極的に参加します。 

●町民自らがまちを考え、まちづくり活動を実践します。 

●世代間交流やまちづくりのネットワークを広げます。 
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施策 7-3 時代に合わせた職員・組織・庁舎の改革 

施策の方向性 

"行政改革プラン"に基づき、効率的な職員配置、組織体制の見直しを進めるとともに ICT などを活用し

て、効率的かつ質の高い行政サービスの提供に努めるとともに、税等の収納率を向上させ、財政の健全化を

推進します。 

広域行政においては関係機関や周辺市町との連携・協力を深めるほか、民間活力の活用を進めます。 

新庁舎は町民の財産であるという意識のもと、町民にとっての安心・安全な暮らしの拠点としての機能を

付与します。 

職員は、その資質の向上を継続的に行うとともに、男女共同参画の視点に立ち、多様性に富んだまちづく

りを進めます。 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

7-3-1 合理化・効率化のための仕組みづくり 3-4-1 1-7  3-1 

7-3-2 機能的な庁舎環境づくり 3-2-1 1-1 

7-3-3 職員の資質向上 3-1-5  3-3-3  3-4-1 3-1  7-2 

7-3-4 人事評価のブラッシュアップ  3-1 

■ 施策推進の視点（わたしたちができること） 

町民や地域でできること 

●町の課題を「自分事」と考えて、闊達
かったつ

な意見を出します。 
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施策 7-4 行財政 

施策の方向性 

基金残高が檜山管内で一番少ないなど厳しい財政状況にある中、税の収納率を向上させ町財政の安定化

を目指すとともに、財政状況の厳しさなどについて町民との共有を進めます。 

また、施策・事業評価などによるＰＤＣＡのもとで、より効率的・効果的な施策・事業の推進に努めます。 

 

■ 個別施策と重点施策（戦略・強靭化）の関係性 

個別施策 
重点施策 

  

7-4-1 広域行政組合・観光物産公社との 

連携活動の強化 
3-3-3 3-1 

7-4-2 対岸市町村との連携体制の強化  3-1 

7-4-3 財政の健全化・安定化 3-4-1  

 

■ 関連する個別計画 

・第 2 次南北海道定住自立圏共生ビジョン（平成 31 年度～令和 5 年度） 

 

 

 

 



  

 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

第 4部 資料編 
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第 1章 人口ビジョン 

1 奥尻町の人口動向の現状 
奥尻町では、平成 27年に「奥尻町人口ビジョン」を策定し、令和 42年までの長期的視点から人口減少を

緩和し、それにより達成すべき目標人口を示しており、具体的には、令和 2 年には 2,761 人、令和 17 年に

は 2,268人、令和 42年には 1,617人をそれぞれ維持することを目標としています。 

 

 

 

 

一方、平成 27 年国勢調査結果までを踏まえた国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」と言いま

す。）による「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」に準拠した推計によると、奥尻町の将来人口は、

令和 2 年には 2,305 人、令和 22 年には 1,154 人、令和 42 年には 488 人となることが見込まれていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、平成 27 年度策定の「奥尻町人口ビジョン」における目標人口は、社人研が予測する将来人口

とは大きな差異があり、こうした差異は奥尻町における人口減少対策の効果による人口減少抑制効果分とし

て見込まれているものです。なお、こうした差異については、平成 27 年度策定の「奥尻町人口ビジョン」策定

時にその前提とした社人研推計（平成 25年）準拠と比較しても同様の状況となっています。  

※「奥尻町人口ビジョン」は平成 27 年に策定していますが、平成 27 年国勢調査結果判明前の検

討・策定であったため、「奥尻町人口ビジョン」における平成 27 年値は推計値であり、その後に判

明した平成 27年国勢調査人口とは異なる値となっています。 
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2 「奥尻町人口ビジョン」における目標人口の推計について 
平成 27 年度策定の「奥尻町人口ビジョン」における目標人口は、次のような仮定に基づくものとされてい

ます。 

 

 

 

 

しかしながら、こうした仮定・設定に基づく将来人口シミュレーションでは、令和42年に814人となるなど、

平成 27年度策定の「奥尻町人口ビジョン」で示された目標人口とは大きな乖離があります。 

また、逆に平成 27 年度策定の「奥尻町人口ビジョン」で示された目標人口に近い推計となるためには、次

のような仮定が必須ですが、これは現実的な仮定とは言い難いものと考えます。 

 

 

 

 

こうした状況を踏まえ、ここでの検討においては、平成 27 年度策定の「奥尻町人口ビジョン」における目標

人口については参考値として扱うものの、検証・検討の対象とはしないものとします。 

 

3 直近データを用いた奥尻町の予測（趨勢）人口 
前掲の「奥尻町人口ビジョン」による目標人口は平成 22 年までの国勢調査結果を踏まえたものであり、ま

た、社人研推計（平成 30年）準拠についても平成 27年までの国勢調査結果を踏まえたものとなっています。 

令和 2年の国勢調査については実施済みではありますが、その人口集計結果が公表されるのは令和3年

11月頃が予定されており、現時点では判明しておりません。 

そこで、過去の国勢調査人口と住民基本台帳人口との比較分析を通じて、既に判明している令和 2年（10

月 1日現在）の住民基本台帳人口から同年（10月1日現在）の国勢調査人口を予測してみます（下表参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◇合計特殊出生率は、現在の 1.58から、令和 7年以降、1.70を保つものとする。 

◇移動については、令和 2年までに平成 22年の人口の 1.5％である 48人が定住することを目

指す。但し、純移動率は加味しない。 

◆純移動率の社人研仮定値を前提とすると令和 42年まで 88人（0～49歳）／5年のペースで

の移住を実現した場合で令和 42年に 1,627人 

◆平成 22年以降、移動ゼロ（封鎖人口）を実現して令和 42年に 1,697人 

→ → → →

ᴘ ᴘ ᴘ ᴘ ᴘ

Ḋ⅞ ḱ 3,921 3,643 3,033 2,690 2,322

ὡ ѯ 4,038 3,729 3,191 2,880 2,518

(a/b) 0.971 0.977 0.950 0.934 0.922

Ԍ ͯ
0.987
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住民基本台帳人口に対する国勢調査人口の乖離率は、平成 12年の 0.971から平成 27年には 0.934

へと変化しており、この間の乖離率の平均変化率を算出すると 0.987／5 年となっています。このことから、

令和 2 年における乖離率は 0.922 程度と見込まれ、これを既に判明している令和 2 年の住民基本台帳人

口 2,518人に乗じることで、令和 2年の国勢調査人口は 2,322人程度ではないかと想定されます。 

これは、前掲の社人研推計（平成 30 年）準拠における令和 2 年の予測人口である 2,305 人と比較的近

い値ではありますが、これが上記により予測される 2,322 人となるように補正をするとともに、推計手法につ

いても社人研推計（平成 30年）準拠では合計特殊出生率を用いた出生数予測を行っていないため、合計特

殊出生率を用いた推計手法に変更します。 

こうした補正・変更により得られる推計人口は、現時点で想定される将来の奥尻町の予測（趨勢）人口とし

て捉えることができます。 

将来の奥尻町の予測（趨勢）人口については、次に示すとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

～予測（趨勢）人口における仮定概要～ 

○出生に関する合計特殊出生率については、社人研仮定値（子ども女性比）との相関係数を踏ま

え、今後 2.07水準で推移することを仮定しています。（国勢調査から逆算的に把握できる水準

でも）現状として 2.２１程度と判断されます） 

○死亡に関する生残率については、社人研仮定値を採用しています。 

○移動に関する純移動率については、社人研仮定値をベースに、令和 2年人口が 2,322人とな

るよう補正しています。 
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平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

3,033 2,690 2,322 1,980 1,673 1,400 1,157 935 750 599 476

0～4歳 81 86 59 46 37 28 22 16 12 10 8

5～9歳 121 72 70 49 39 31 24 18 14 10 8

10～14歳 115 95 59 57 40 31 25 20 14 12 8

15～19歳 89 67 57 34 34 24 18 15 12 8 7

20～24歳 93 85 58 49 28 29 20 15 12 10 6

25～29歳 141 141 96 66 55 32 33 22 17 14 12

30～34歳 165 132 108 80 55 45 27 27 18 14 11

35～39歳 139 147 115 89 67 47 38 23 23 15 11

40～44歳 153 133 126 100 77 59 41 33 20 20 13

45～49歳 194 146 132 125 99 77 59 40 33 20 20

50～54歳 222 161 130 117 112 88 68 52 35 29 18

55～59歳 255 202 149 117 105 102 80 60 46 31 27

60～64歳 272 228 187 138 107 97 94 74 55 42 28

65～69歳 221 247 210 171 127 97 88 86 67 50 38

70～74歳 228 197 230 193 158 118 90 82 80 62 46

75～79歳 231 202 180 209 177 146 109 82 76 73 57

80～84歳 177 180 161 144 169 144 120 89 67 62 60

85～89歳 91 115 116 107 97 117 101 85 63 46 42

90歳以上 45 54 79 89 90 88 100 96 86 71 56

0～14歳 10.5% 9.4% 8.1% 7.7% 6.9% 6.4% 6.1% 5.8% 5.3% 5.3% 5.0%

15～64歳 56.8% 53.6% 49.9% 46.2% 44.2% 42.9% 41.3% 38.6% 36.1% 33.9% 32.1%

65～74歳 14.8% 16.5% 18.9% 18.4% 17.0% 15.4% 15.4% 18.0% 19.6% 18.7% 17.6%

75歳以上 17.9% 20.5% 23.1% 27.7% 31.9% 35.4% 37.2% 37.6% 38.9% 42.1% 45.2%

高齢化率 32.7% 37.0% 42.0% 46.1% 48.9% 50.7% 52.5% 55.6% 58.5% 60.8% 62.8%

構成比

※国調人口について、年齢不詳人口がある場合はこれを社人研按分値を踏まえて按分しています。

予測（趨勢）

人口

(単位：人）

国調人口 推計人口

総人口

10.5% 9.4% 8.1% 7.7% 6.9% 6.4% 6.1% 5.8% 5.3% 5.3% 5.0%
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4 奥尻町に求められる人口政策の方向性 

〈人口規模〉 

人口減少時代において、多くの自治体においてその将来人口規模の縮小は避け難い状況であり、奥尻町

においても令和 42年に 500人程度にまで減少することが見込まれているところです。 

しかし、人口規模の縮小は、必ずしも町の魅力や暮らしやすさが低下することにつながるものではなく、例

えば、人口規模は縮小したとしても少子高齢化に歯止めがかかり、将来的に人口構造の改善が見込まれると

したら、現在よりももっと魅力的で暮らしやすいまちを実現することも十分に可能であると考えます。 

〈人口構造〉 

前掲の予測（趨勢）人口の年齢構造の推移をみると、高齢化率が一貫して上昇することが見込まれる一方

で、0～14 歳人口（年少人口）と 15～64 歳人口（生産年齢人口）については一貫した減少が見込まれてお

り、こうした少子・高齢化傾向に歯止めをかけることが望まれます。 

〈出 生〉 

現在の奥尻町の合計特殊出生率の水準は決して低くはないことから、社人研が仮定するように今後も人

口置換水準の 2.07程度を維持していくことが重要であると考えます。 

奥尻町の現在の人口構造のままでは、仮に合計特殊出生率を今後速やかに 3.00 の水準にまで向上させ

ることができたとしても令和 42年人口への効果は 40人程度に過ぎません。 

〈移 動〉 

ライフステージの変化に伴う移動により、若者層を中心とする人口転出の傾向がありますが、こうした状況

（令和 2年）を定住率という観点からグラフ化すると下図のとおりです。 
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このグラフでは、男女それぞれ 100 人の子どもが奥尻町に生まれた場合、その成長・加齢とともに社会移

動を要因（死亡要因は除外）として、その人口がどのように変化するかを示しています。 

奥尻町では、男女ともに 100 人が生まれたとしても、例えば 60～64 歳になるころには男が 20.2 人、女

が 17.8人にまで減少するような移動構造（累積定住率）であることを示しています。 

奥尻町における人口政策の最大の課題は、こうした累積定住率を全体的に底上げできるような手立てを講

じるということです。 

そのためには、グラフ上の落ち込み（転出）が激しい20歳前後の年齢層をターゲットに定住策を講じること

も考えられますが、こうした年代の転出は進学等に伴うものであることが想定され、効果ある手立てを講じる

ことは難しい状況にあります。 

そこで、30 代・40 代をメインターゲットとする定住策を講じることが考えられます。この年代をターゲットと

するメリットは、この年代を親とする 14歳以下の子どもたちの転入も見込まれる点にあります。 

このように、今後は 30～49 歳（プラス 0～14 歳）をメインターゲットとした定住政策（Ｕターン促進や島暮

らしの魅力プロモーション等）を講じていくことにより、累積定住率の底上げを図り、その効果として人口構造

の改善や人口減少の抑制を狙っていくことが期待されます。 

 

 

5 将来目標人口 
前掲の人口政策の方向性を踏まえ、次のような仮定値の設定を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした仮定に基づき、奥尻町の将来人口のシミュレーションを行うと、令和2年の 2,322人から令和 22

年には 1,279人、令和 42年には 811人となることが想定され、これを奥尻町の新たな目標人口とします。 

なお、上記の過程のような移動状況を実現できた場合、社会動態は令和 2年の 192人減から徐々にその

減少幅を縮小させていき、令和 27年には 20人減にまで縮小し、令和 32年以降は社会増の状態に転じる

ことが期待されます。 

 

 

  

～将来目標人口における仮定概要～ 

○出生に関する合計特殊出生率については、今後も概ね現状水準の 2.07を維持していくものと

します。 

○死亡に関する生残率については、社人研仮定値を採用します。 

○移動に関する純移動率については、これの定住率への変換を行った上で、0～14歳の期間定住

率及び 30～49歳の期間定住率について、令和 7年までにそれぞれ５％改善（改善率）するこ

とを仮定します。以降、令和 42年まで 5年毎にそれぞれの改善率を５ポイントずつ向上させて

いくものとします。 
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͐‚ ⁵ᶅ

Ḋ⅞ ḱ

זּ ₴⅞ ⁵ᶅ

⁵ᶅ

⁵ᶅ(⅞₴)זּ Ἆ⁵ᴮ₢ᴁ →30 ᾈӏ Ḋ⅞ ḱ⁵ᶅ ᵅỖ Ⱶ

2,322 ⁵ ∆ ᶺ Ἆ⁵ᴮ₢ᴁ →30 ᾈӏ ὶ−₢ᴁ ї Ḁᴁ Ἤὶ−

Ἢ ᶟ ∆ ᶟᵭ ⁵ᶅ(⅞₴)זּ

Ἆ⁵ᴮ₢ᴁ →30 ᾈӏ ᾳ ⁵ᶅ Ԇ ֕ זּ

%˂⁵ 

平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

3,033 2,690 2,322 2,006 1,730 1,490 1,279 1,103 967 871 811

0～4歳 81 86 59 45 35 28 22 19 16 15 14

5～9歳 121 72 70 49 40 34 29 25 25 25 27

10～14歳 115 95 59 59 44 38 35 34 33 38 45

15～19歳 89 67 57 36 35 27 23 21 21 20 22

20～24歳 93 85 58 50 31 31 23 20 18 18 17

25～29歳 141 141 96 65 57 35 35 26 23 21 21

30～34歳 165 132 108 76 51 45 28 27 20 18 16

35～39歳 139 147 115 93 68 48 43 29 29 24 24

40～44歳 153 133 126 100 84 63 46 44 31 34 31

45～49歳 194 146 132 127 103 90 71 54 56 42 50

50～54歳 222 161 130 119 118 99 89 75 61 69 56

55～59歳 255 202 149 119 109 109 91 80 68 55 63

60～64歳 272 228 187 139 111 101 102 84 74 63 51

65～69歳 221 247 210 173 129 102 93 95 77 67 58

70～74歳 228 197 230 197 162 121 95 87 89 73 62

75～79歳 231 202 180 211 182 150 112 89 81 83 68

80～84歳 177 180 161 146 172 150 124 94 74 66 69

85～89歳 91 115 116 110 101 120 107 88 68 51 45

90歳以上 45 54 79 92 98 99 111 112 103 89 72

0～14歳 10.5% 9.4% 8.1% 7.6% 6.9% 6.7% 6.7% 7.1% 7.7% 9.0% 10.6%

15～64歳 56.8% 53.6% 49.9% 46.1% 44.3% 43.5% 43.1% 41.7% 41.5% 41.8% 43.3%

65～74歳 14.8% 16.5% 18.9% 18.4% 16.8% 15.0% 14.7% 16.5% 17.2% 16.1% 14.8%

75歳以上 17.9% 20.5% 23.1% 27.9% 32.0% 34.8% 35.5% 34.7% 33.7% 33.2% 31.3%

高齢化率 32.7% 37.0% 42.0% 46.3% 48.8% 49.8% 50.2% 51.2% 50.9% 49.3% 46.1%

構成比

※国調人口について、年齢不詳人口がある場合はこれを社人研按分値を踏まえて按分しています。

(単位：人）

目標人口
国調人口 推計人口

総人口
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目標人口においては、高齢化率が令和 27 年にはピークを迎え、その後は下降に転じることになります。ま

た、0～14歳人口（年少人口）の比率が令和22年以降は上昇に転じるとともに、15～64歳（生産年齢人口）

の比率も令和 32年以降は上昇に転じることになります。 

このように、概ね令和 27 年以降、奥尻町は少子高齢化に完全に歯止めがかかることを含め、予測（趨勢）

人口に比べて、人口構造が大幅に改善していくことが期待されます。 

 

最後に、新たな目標人口の実現の要である奥尻町の社会動態について、仮定値に基づく累積定住率（令

和 22年）として確認すると、下図のとおりとなることが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前掲の予測（趨勢）人口における同グラフと比較して、グラフの曲線（累積定住率）が全体的に底上げされ、

予測（趨勢）人口では男女 100人ずつの出生を前提に 60～64歳になるころには男が 20.2人、女が 17.8

人にまで減少するような移動構造であったのに対し、新たな目標人口の仮定値の実現に向けた取組を通じて

令和 22年には、60～64歳になるころに男が 51.2人、女が 45.3人を確保できるまでに改善していること

になります。 
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第 2章 奥尻町創生総合戦略 

1 奥尻町創生総合戦略について 
（1）総合戦略策定の趣旨 

 奥尻町は、約 8 千年前の縄文時代早期に人が移り住み、１７６７年（明和 4 年）に田口九兵衛が漁業を営む

ために移住して以来、永住する人が増えたといわれ、明治 12 年に戸長役場が置かれ、明治 39 年に「奥尻

村」、昭和 41 年に「奥尻町」となりました。水産業が盛んで「夢の島」「宝の島」と呼ばれ、豊富な海の幸を求め、

観光客が増え、水産業と観光業に力が注がれてきました。 

一方で、昭和３５年の 7,908人（国勢調査）をピークに、人口は減少し続けています。 

 令和元年 12 月 20 日、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」と、それを実現するための

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定されました。これは、引き続き地方公共団体と一体となっ

て、地方創生の深化に取り組むため、これまで進められてきた取組の検証を行い、地方創生の目指すべき将

来や、令和 2年度を初年度する今後５か年の目標や施策の方向性等を取りまとめたものです。 

さらに、令和 2年 12月 21日には、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の改訂版が閣議決定されまし

た。 

 奥尻町では、まち・ひと・しごと創生法第 10 条に基づいて、国が改訂した「長期ビジョン」及び「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」、及び北海道が改訂した「北海道人口ビジョン」及び「第２期北海道創生総合戦略」、「奥

尻町人口ビジョン」を踏まえ、奥尻町において地方創生を推進すべく、今後 5 か年の基本目標と基本的方向

を示した「奥尻町創生総合戦略」を改訂します。 

 

 

 

（2）「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方と政策５原則（抜粋） 

 

１「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方 

（１）人口減少と地域経済縮小の克服 

・本格的な人口減少時代の到来、地方と東京圏の経済格差による人口の一極集中 

・地域経済の縮小により、人口の一極集中と地方人口減少に拍車がかかる。 

・地方における負のスパイラルの解消、人口減少を克服し地方創生 

①東京一極集中を是正する。 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する。 

③地域の特性に則して地域改題を解決する。 

（２）まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 

・地域経済の活性化、産業の高付加価値等による「しごとの創生」 

・地方就労の促進や移住定住促進等による「ひとの創生」 

・安心できる暮らしの確保や都市のコンパクト化、広域連携等による「まちの創生」 
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２「まち・ひと・しごと創生」政策５原則 

（１）自立性 

 各施策、構造的な問題に対処し、地方公共団体等の自立につながるようにする。 

（２）将来性 

 地方が自主的かつ主体的に、前向きに取り組むことを支援する施策に重点を置く。 

（３）地域性 

 各地域の実態に合った施策を支援することとし、各地域は客観的データに基づき実情分析や将来予測

を行い、「地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定するとともに、同戦略に沿った施策を実施でき

る枠組みを整備する。 

（４）直接性 

 限られた財源や時間の中で、最大限の成果を上げるため、施策を集中的に実施する。住民代表・産官

学金労の連携を促すことにより、政策の効果をより高める工夫を行う。 

（５）結果重視 

 明確な PDCA メカニズムの下に、短期・中期の具体的な数値目標を設定し、政策効果を客観的な指

標により検証し、必要な改善等を行う。 

 

 

 

 

（3）総合戦略の期間 

 令和 3年度～令和 7年度の 5年間とします。 

 

 

 

 

（4）基本目標 

 奥尻島を将来へつなげるため、3つの基本目標を掲げ、この目標の達成に向けて取り組みます。 

基本目標 

①島ではたらく（産業の振興と雇用拡大） 

②島で産み・育てる（子育て・医療・教育の充実） 

③島で暮らす（まちづくりと行政経営） 
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2奥尻町創生総合戦略の施策一覧 
基本目標 1 島ではたらく（産業の振興と雇用拡大） 

 
数値目標 

 基準値 目標値（R7） 

 一次産業の新規就業者 0人（R2） 10人 

観光入込客数 2.7万人（年間）（R1） 3.5万人（年間） 

 

基本的方向 

本町における人口減少に歯止めをかけ、定住するためには、地域経済の活性化が

不可欠であり、島内の雇用の確保をすることで、所得を得ることが求められる。 

本町の基幹産業である農林水産業や、観光の分野において、時代の変化に対応し

ながら、情報発信をし域外需要の取り込み拡大をするため、地場産業の活性化と強

化を目指す。 

 主要施策と KPI 
  （１）農業・林業・水産業 

   農業機材の共同購入の補助による酒米やブランド米の生産拡大 

   ワイン醸造用ぶどうの適切な圃場管理の推進 

   森林の整備を促進し、資源のフル活用を図る 

   「おくしりブランド」の育成と地産地消の推進 

   漁業の担い手育成に向けた高校生に対するスクーバ資格取得補助の実施 

   海上移送費に係る費用の支援による販路拡大の推進 

   最新の冷凍技術の導入による地場産品の競争力強化 

   地場産品（土産品以外）を、「誰でも」買うことができる仕組みの構築 

   KPI 基準値 目標値（R7） 
    酒米作付面積 1.49ha（R1） 2ha 

    ぶどう収穫量 12.4t（年間）（R1） 35t（年間） 

    間伐面積 0ha（R1） 8ha 

    農林水産加工品の開発数 0品目（R1） 10品目 

    スクーバ資格取得者年間 19人（R1） 220人 

  （２）観光産業 

   水産業、農林業を通した体験観光の開発・促進 

   外国人観光客の受け入れ態勢整備 

   新たな島の過ごし方を提供 

   観光施設のバリアフリー化促進 

   KPI 基準値 目標値（R7） 
    体験型観光メニュー 11メニュー（R2） 20メニュー 

    外国人観光客宿泊者数 187人（年間）（R1） 1,000人（年間） 

    修学旅行誘致数 1校（R1） 5校 

  （３）商工業・新エネルギー  

   新エネルギーを利用した、新たな産業の開発・育成 

   森林資源の循環利用の理解促進 

   企業による実証実験等の誘致 

   住宅リフォームの助成 

   KPI 基準値 目標値（R7） 
    ペレットストーブ普及 4箇所（R1） 9箇所 

    誘致企業数 0社（R1） 1社 

    住宅リフォーム助成 13件（年間）（R1） 17件（年間） 
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基本目標 2 島で産み・育てる（子育て・医療・教育の充実） 
 

数値目標 
 基準値 目標値（R7） 

 子育てのしやすさ満足度 40％（R1） 60％ 

 

基本的方向 

著しい少子高齢化の対応については、出生率の維持・向上が不可欠であり、島で

結婚し、安心して子どもを産み育てたいという思いに応えることが重要であり、結婚

から出産、子育てと、切れ目のない対策を推進する。 

また、子どもは本町のみならず、我が国の将来を担う大切な存在であり、教育を通

して、人づくりを進める。 

 主要施策と KPI 
  （１）子育て・出産 

   不妊治療の相談体制の充実と情報発信 

   医療費助成拡充や育児に係る経費（おむつ・ミルク等）の助成等 

   小児科・産婦人科等の専門医の招へい 

   老朽化した幼稚園施設について、認定こども園への移行を検討 

   一時預かり事業やファミリーサポートセンター制度の実施 

   子どもの屋内の遊び場の設置検討 

   KPI 基準値 目標値（R7） 
    妊娠、出産、育児相談件数 100％（R1） 100％ 

    出生数 8人（年間）（R2） 10人（年間） 

  （２）医療・介護 

   医療提供体制の充実及び医療従事者の確保 

   大学や専門学校、中学校、高等学校のインターンの受入等の実施 

   人材確保のため奨学資金制度等の PRや周知 

   保健予防事業・健康づくり事業の充実 

   多世代交流の推進 

   KPI 基準値 目標値（R7） 
    介護・福祉人材 2名（R2） 4名 

    介護の必要のない高齢者の割合 81％以上（R2） 現在の状況を維持 

  （３）教育 

   ICTを学習ツールとして活用した授業の推進 

   現役大学生を招へいした、夏休み・冬休みを利用した学習支援や部活動支援の実施 

   奥尻高等学校の入学者を全国から募集 

   学習環境や寄宿舎等の交通基盤生活基盤の整備推進 

   海外の研修生との交流の機会を増やす 

   KPI 基準値 目標値（R7） 
    島留学生受入数 15人（年間）（R１） 20人（年間） 
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基本目標 3 島で暮らす（まちづくりと行政経営） 
 

基本目標 
 基準値 目標値（R7） 

 転入者の増 △41人（年間）（R1） 20人（年間） 

 

基本的方向 

定住人口の増加を図るために、多様化している生活様式や個々人の価値観を

見極め、その変化に対応しながら、取り組む。 

公共施設をはじめとしたインフラの維持管理は不可欠であり、公共施設総合管

理計画、長寿命化計画等に基づき、適切に整備・運営をする。 

また、限られた財源の中で、本戦略を推進するために、重点施策に対する財源

の確保をする。 

 主要施策と KPI 
  （１）移住・定住対策 

   空き家や空き店舗の活用 

   移住・定住情報の発信 

   奨学金返還支援による若年者等の移住・定住の促進 

   ICTを活用したテレワークの推進 

   求人情報の提供 

   相談窓口及び受け入れ体制の拡充 

   KPI 基準値 目標値（R7） 
    空き家活用 0件（R1） 5件 

    テレワーク企業誘致 0件（R1） 5件 

    移住相談件数 2件（年間）（R1） 20件（年間） 

  （２）インフラ整備 

   公共施設の更新及び維持管理 

   老朽化している町の道路・橋りょう及び港湾、漁港、海岸施設の長寿命化 

   防災無線のデジタル化 

   離島航路、航空路の路線維持・確保 

  （３）地域づくり・ひとづくり 

   地域おこし協力隊の活用等、島内外・地域の枠組みを超えた交流による郷土愛の醸成 

   地域づくりセミナーやワークショップ等、町民が集まり学び合える場の提供 

   地域振興策の研究開発 

   KPI 基準値 目標値（R7） 
    地域づくりセミナー・ワークショップ開催数 0回（年間）（R2） 4回（年間） 

  （４）行政経営 

   政策の徹底的な選択と集中 

   まちづくりに取り組む人材の育成 

   KPI 基準値 目標値（R7） 
    階層別人材育成研修 4回（年間）（R2） 4回（年間） 

    分野別能力向上研修 4回（年間）（R2） 5回（年間） 

    職員提案件数 0件（年間）（R2） 5件（年間） 
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第 3章 奥尻町強靭化計画 

1 奥尻町強靭化計画について 
（1）国土強靭化の背景 

わが国では、平成 23年に発生した東日本大震災の経験を通じ、不測の事態に対する社会経済システム

の脆弱さが明らかとなり、今後想定される首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模自然災害への備えが

国家的な重要課題として認知されることとなりました。 

こうした中、国においては、平成 25年 12月に、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災

等に資する国土強靱化基本法」（以下「基本法」という。）が施行され、平成 26年６月には、基本法に基づく

「国土強靱化基本計画」（以下「基本計画」という。）が閣議決定されました。また、北海道においては、北海道

の強靱化を図るための地域計画として、「北海道強靱化計画」が平成 27年３月に策定されるなど、今後の大

規模自然災害等に備え、事前防災及び減災に係る施策を総合的に推進するための枠組みが順次整備されて

きました。 

一方で、平成 28年の豪雨災害や平成 30年９月には胆振東部地震が発生し、これらから得られた知見、

国の基本計画の見直しを踏まえ、令和 2年３月に北海道強靭化計画が改定されてきたところです。 

本町においても、奥尻町の強靭化を図るための地域計画を平成 30年 10月に策定し、今後の大規模自

然災害等に備え、事前防災や減災に係る施策を総合的に推進するための枠組みの整備を行ってきました。 

計画の策定後に発生した大規模災害等の教訓及び国や北海道の強靭化計画の見直しを踏まえ、本町にお

ける自然災害に対する脆弱さを見つめ直し、町の強靱化を図ることは、今後想定される大規模自然災害から

町民の生命・財産を守り、本町の持続的な成長を実現するために必要であるとともに、国・北海道全体の強

靱化を進める上からも不可欠な課題であることから、国、北海道、民間事業者、町民等の総力を結集し、これ

までの取組をさらに加速していかなければなりません。 

以上を踏まえ、本町における国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、「奥尻町強靱

化計画」の見直しを行い、改訂します。 

 

（2）強靱化の基本的な考え方 

本計画は、基本法第 13条に基づく国土強靱化地域計画として策定し、今回改定するものであり、国土強

靱化に関係する部分について地方公共団体における様々な分野の計画等の指針となるものと位置づけられ

ています。 

このため、本町の『第６期奥尻町発展計画』や他の分野別計画と連携しながら、重点的・分野横断的に推進

する計画として、防災計画や産業、医療、エネルギー、まちづくり、交通等の国土強靱化に関連する部分の施

策と連携しながら、長期的な視点に立って一体的に推進します。 

  ＜本町強靱化の目標＞ 

 ① 人命の保護が最大限図られること 

 ② 町及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

 ③ 町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

 ④ 迅速な復旧復興 
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（3） 取組を推進するための方針 

奥尻町強靱化計画は、町民や関係機関等との協働により進めるとともに、庁内各課の横断的な推進体制

を図り、ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせた取組を推進します。 

また、成果指標による進捗管理を通じて、必要に応じた事業の見直しを行うなど効果的に推進します。 

 

（4） 脆弱性評価の考え方 

 大規模自然災害等に対する脆弱性を分析・評価すること（以下「脆弱性評価」という。）は、国土強靱化に関

する施策を策定し、効果的、効率的に推進していく上で必要不可欠なプロセスであり（基本法第９条第５項）、

国の基本計画や北海道強靱化計画においても、脆弱性評価の結果を踏まえた施策の推進方策が示されてい

ます。 

 本町としても、本計画に掲げる奥尻町強靱化に関する施策の推進に必要な事項を明らかにするため、国が

実施した評価手法や「国土強靱化地域計画策定ガイドライン」等を参考に、以下の枠組みにより脆弱性評価

を実施しました。 

 

【脆弱性評価を通じた施策検討の流れ】 

 

 

 

 

 

【脆弱性評価において想定するリスク】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） リスクシナリオ「起きてはならない最悪の事態」の設定  

 リスクシナリオは、国の基本計画や北海道強靱化計画で設定されている「事前に備えるべき目標」、及び「起

きてはならない最悪の事態」と整合性を図るとともに、北海道並びに檜山管内各町と一体的な取組ができる

ものとします。 

また、本町の地域特性等を踏まえ、施策の重複などを勘案し、区分の整理・統合・絞り込み等を行うこととし

ます。 

以上のことから、本町の脆弱性評価の前提となるリスクシナリオは、北海道と同じ７つのカテゴリーとし、21

の「起きてはならない最悪の事態」を設定しました。  

リスクシナリオ 

「起きてはならない 

最悪の事態」の設定 

【脆弱性評価】 

事態回避に向けた 

現行施策の対応力 

について分析･評価 

推進すべき施策プログ

ラムの策定及び推進事

業の設定 

・ 過去に町内で発生した自然災害による被害状況、各種災害に係る発生確率や被害想定等を

踏まえ、今後、本町に甚大な被害をもたらすと想定される自然災害全般をリスクの対象とし

て、評価を実施 

・ また、国土強靱化への貢献という観点から、町内での大規模自然災害に加え、町外における

大規模自然災害のリスク低減に向けた本町の対応力についても併せて評価 
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【リスクシナリオ 21の「起きてはならない最悪の事態」】 

カテゴリー 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

1 人命の保護 

1-1 地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者の発生 

1-2 土砂災害による多数の死傷者の発生 

1-3 大規模津波等による多数の死傷者の発生 

1-4 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 

1-5 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生 

1-6 積雪寒冷を想定した避難体制等の未整備による被害の拡大 

1-7 情報収集・伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大 

2 
救助・救急活動等の

迅速な実施 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止  

2-2 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞 

2-3 被災地における保健・医療・福祉機能等の麻痺  

3 行政機能の確保 3-1 町内外における行政機能の大幅な低下 

4 
ライフラインの 

確保 

4-1 長期的又は広範囲なエネルギー供給の停止  

4-2 食料の安定供給の停滞  

4-3 上下水道等の長期間にわたる機能停止 

4-4 町外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止 

5 経済活動の機能維持 
5-1 長期的又は広範囲なサプライチェーンの寸断や中枢機能の麻痺等による企業活動等の停滞 

5-2 町内外における物流機能等の大幅な低下 

6 二次災害の抑制 
6-1 ため池の機能不全等による二次災害の発生 

6-2 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

7 
迅速な復旧･ 

復興等 

7-1 災害廃棄物の処理や仮設住宅の整備等の停滞による復旧・復興の大幅な遅れ 

7-2 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足や地域コミュニティの崩壊  

 

（6） 評価の実施手順  

前項で定めた 21の「起きてはならない最悪の事態」ごとに、関連する現行の施策の推進状況や課題等を

整理し、事態の回避に向けた現行施策の対応力について、分析・評価を行いました。 

 

（7） 施策プログラム策定の考え方 

脆弱性評価の結果を踏まえ、本町における強靱化施策の取組方針を示す「奥尻町強靱化のための施策プ

ログラム」を策定します。 

施策プログラムは、脆弱性評価において設定した「起きてはならない最悪の事態」を回避するため、本町の

みならず国、北海道、民間それぞれの取組主体が適切な役割分担と連携のもとで行います。 

また、取り組むべきリスク回避のために、施設の整備・耐震化、代替施設の確保等の「ハード対策」のみで

はなく、情報・訓練・防災教育をはじめとした「ソフト対策」を組み合わせ、21の「起きてはならない最悪の事

態（リスクシナリオ）」ごとに取りまとめます。 

なお、本町の発展計画に掲げる基本目標の実現を図るとともに、本町の強靱化を国・北海道の強靱化へと

つなげるため、発展計画の方向に沿った取組や、「北海道強靱化計画」で示された重点化項目と調和を図り

ながら、緊急性や優先度を総合的に判断し、施策を実施します。 
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（8） 施策推進の指標となる目標値の設定 

 施策推進に当たり、個別施策の進捗や実績を定量的に把握するため、発展計画等による数値目標を設定し

ます。なお、本計画に掲載する目標値については、施策推進のための財源措置等が担保されていないことに

加え、国や北海道が推進主体となる施策も数多くあることなどから、経年的な事業量等を積み上げた精緻な

指標ではなく、施策推進に関わる国、北海道、市町村、民間等の各関係者が共有する「努力目標」と位置づけ

ます。 

また、計画策定後の状況変化等に機動的に対応するため、計画期間中においても、必要に応じて目標値の

見直しや新たな設定を行います。 

 

（9） 推進事業の設定 

施策推進に必要な各事業のうち、奥尻町が主体となって実施する事業を設定し、個別の箇所・地区等につ

いては、次ページ以降に整理します。 

また、計画策定後の状況変化等に機動的に対応するため、計画期間中においても、必要に応じ推進事業

の見直しや新たな設定を行います。 
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2 カテゴリー別の起きてはならない最悪の事態（リスクシナリ

オ）と施策プログラム 
1 人命の保護 
 1-1 地震等による建築物等の大規模倒壊や火災に伴う死傷者の発生 

  〇住宅・建築物等の耐震化   

  ・防災体制の拠点としての空港維持管理及び港湾・漁港の有効活用【防災】   

  〇建築物等の老朽化対策   

   ・港湾及び各漁港の整備と維持管理【水産業・水産加工業】   

   ・基盤整備の促進【農林業】   

   ・観光資源・施設の整備【観光】   

   ・港湾の維持管理【観光】   

   ・社会生活全般に必要な電力の供給体制の確立【環境・エネルギー】   

   ・灯油備蓄施設の有効利用の促進【環境・エネルギー】   

   ・ごみ処理施設の整備【医療・病院】   

   ・施設基盤の整備【医療・病院】   

   ・完結型医療体制の推進【医療・病院】   

   ・防災体制の拠点としての空港維持管理及び港湾・漁港の有効活用【防災】 （再掲） 

   ・防災行政無線の有効活用【防災】 

   ・時代に対応した公共住宅の維持管理【居住環境】 

   ・港湾の整備及び維持管理の推進【道路・交通機関】 

   ・安定した水の供給【上下水道】 

   ・就学前教育の振興【教育】 

   ・小・中学校教育の振興【教育】 

   ・生涯スポーツ振興計画の策定と効率的な実施【教育】 

   ・役場庁舎及び消防庁舎の更新と機能強化【行政・財政】 

  〇避難場所等の指定・整備   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】   

   ・就学前教育の振興【教育】 （再掲）   

   ・小・中学校教育の振興【教育】 （再掲）   

   ・生涯スポーツ振興計画の策定と効率的な実施【教育】 （再掲）   

   ・複合型公共施設の積極活用【地域コミュニティ】   

  〇緊急輸送道路等の整備   

   ・道道の整備【道路・交通機関】   

   ・町道の整備【道路・交通機関】   

  〇啓発活動等の取組推進   

   ・防災意識の啓蒙のための防災訓練の実施【防災】   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

   ・ICTを利用した情報発信【高度情報化】   

   ・各分野での ICTの利用促進【高度情報化】   

   ・多様な方法による行政情報の公開【町民参加のまちづくり】   

   KPI 

   長寿命化点検対象橋梁数     12橋（R4）  

 1-2 土砂災害による多数の死傷者の発生 

  〇警戒避難体制の整備   

   ・防災意識の啓蒙のための防災訓練の実施【防災】 （再掲）   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

  〇砂防設備等の整備   

   ・林産業の維持【農林業】   

   ・森林機能の保全【農林業】   

   ・景観の保全【景観・自然環境保全】   
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   ・自然と調和する開発の推進【景観・自然環境保全】   

   ・急傾斜地の予防治山と崖崩れや土砂流出など災害跡地復旧対策の体制づくり【防災】 

   ・河川の維持管理【防災】   

   ・地域に根差した住まいづくりの推進【居住環境】   

   KPI 

   なし  

 1-3 大規模津波等による多数の死傷者の発生 

  〇津波避難体制の整備   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

   ・防災意識の啓蒙のための防災訓練の実施【防災】 （再掲）   

  〇海岸保全施設等の整備   

   ・防災体制の拠点としての空港維持管理及び港湾・漁港の有効活用【防災】 （再掲） 

   ・水門の維持管理と人的被害を防止する体制づくり【防災】   

   ・海岸保全の充実【防災】   

   ・河川の維持管理【防災】   

   KPI 

   なし  

 1-4 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 

  〇洪水ハザードマップの作成   

   ・防災意識の啓蒙のための防災訓練の実施【防災】 （再掲）   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

  〇河川改修等の治水対策   

   ・急傾斜地の予防治山と崖崩れや土砂流出など災害跡地復旧対策の体制づくり【防災】 

   ・水門の維持管理と人的被害を防止する体制づくり【防災】   

   ・河川の維持管理【防災】   

   KPI 

   なし  

 1-5 暴風雪及び豪雪による交通途絶等に伴う死傷者の発生 

  〇暴風雪時における対応の啓発   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

   ・防災行政無線の有効活用【防災】 （再掲）   

   ・道道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・町道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・ICTを利用した情報発信【高度情報化】 （再掲）   

   ・ICTの活用促進【高度情報化】   

   ・多様な方法による行政情報の公開【町民参加のまちづくり】 （再掲）   

  〇除雪体制の確保   

   ・道道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・町道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

   KPI 

   長寿命化点検対象橋梁数     12橋（R4）  

 1-6 積雪寒冷を想定した避難体制等の未整備による被害の拡大 

  〇冬季も含めた帰宅困難者対策   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

   ・防災行政無線の有効活用【防災】 （再掲）   

   ・ICTを利用した情報発信【高度情報化】 （再掲）   

   ・多様な方法による行政情報の公開【町民参加のまちづくり】 （再掲）   

  〇積雪寒冷を想定した避難所等の対策   

   KPI 

   なし  

 1-7 情報収集・伝達の不備・途絶等による死傷者の拡大 

  〇関係機関等の情報共有化   
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   ・防災行政無線の有効活用【防災】 （再掲）   

  〇住民等への情報伝達体制の強化   

 
 

 ・高齢者や障がい者などが健康で安心して過ごせ、生きがいの持てる地域福祉推進体制の確立【高齢

者福祉・障がい者福祉】 

   ・防災行政無線の有効活用【防災】 （再掲）   

   ・国民（町民）保護の推進【防災】   

   ・ICTを利用した情報発信【高度情報化】 （再掲）   

   ・ICTの活用促進【高度情報化】 （再掲）   

   ・各分野での ICTの利用促進【高度情報化】 （再掲）   

   ・多様な方法による行政情報の公開【町民参加のまちづくり】 （再掲）   

   ・情報化への対応【行政・財政】   

  〇観光客、高齢者等の要配慮者対策   

   ・既存施設の活用【観光】   

   ・受入体制の強化【観光】   

   ・日常的な観光意識の醸成【観光】   

   ・観光に関わる人材の育成【観光】   

   ・国際交流に向けた受入体制の整備【国際交流】   

   ・地域に根付いた医療サービスの展開【医療・病院】   

 
 

 ・高齢者や障がい者などが健康で安心して過ごせ、生きがいの持てる地域福祉推進体制の確立【高齢

者福祉・障がい者福祉】 （再掲） 

   ・公共施設や地域環境のバリアフリー化の徹底【高齢者福祉・障がい者福祉】   

   ・障がい者への全般的な援護体制の整備【高齢者福祉・障がい者福祉】   

   ・独居老人への援護体制の整備【高齢者福祉・障がい者福祉】   

   ・新たなコミュニティ活動の推進【地域コミュニティ】   

  〇地域防災活動、防災教育の推進   

   ・既存施設の活用【観光】 （再掲）   

   ・受入体制の強化【観光】 （再掲）   

   ・防災意識の啓蒙のための防災訓練の実施【防災】 （再掲）   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

   ・島ならではの教育の振興【教育】   

   KPI 

   なし  

2 救助・救急活動等の迅速な実施 
 2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止 

  〇物資供給等に係る連携体制の整備   

   ・販売流通対策の推進【水産業・水産加工業】   

   ・完結型医療体制の推進【医療・病院】 （再掲）   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

  〇非常用物資の備蓄促進   

   ・雇用の場の創出【新たな産業・雇用】   

   KPI 

   簡易水道区域拡張に伴う水道施設整備 100％(R4)  

   下水道施設ストックマネジメント   100％(R6)  

    推進事業 

    奥尻地区（未普及解消）【下水】 

    奥尻クリーンセンター【下水】 

    烏頭川マンホールポンプ外【下水】 

 2-2 消防、警察、自衛隊等の被災等による救助・救急活動の停滞 

  〇防災訓練等による救助・救急体制の強化   

   ・防災意識の啓蒙のための防災訓練の実施【防災】 （再掲）   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   
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   ・救急体制の充実【消防・救急】   

   ・消防体制の充実【消防・救急】   

   ・水難救難体制の充実【消防・救急】   

  〇救急活動等に要する情報基盤、資機材の整備   

   ・防災行政無線の有効活用【防災】 （再掲）   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

   ・消防体制の充実【消防・救急】   

   ・役場庁舎及び消防庁舎の更新と機能強化【行政・財政】 （再掲）   

   KPI 

   なし  

    推進事業 

    奥尻１号線改良工事  

    奥尻中央線外２６路線（除雪） 

 2-3 被災地における保健・医療・福祉機能等の麻痺  

  〇被災時の医療支援体制の強化   

   ・施設基盤の整備【医療・病院】 （再掲）   

   ・完結型医療体制の推進【医療・病院】 （再掲）   

   ・質の高い人材の育成【医療・病院】   

   ・医療・保健・福祉・教育行政における連携の推進と町民の積極的参加【高齢者福祉・障がい者福祉】 

   ・健康づくりの推進と支援【保健・健康づくり】   

   ・防災意識の啓蒙のための防災訓練の実施【防災】 （再掲） 

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲） 

  〇災害時における福祉的支援   

   ・高齢者福祉の充実【高齢者福祉・障がい者福祉】   

 
 

 ・高齢者や障がい者などが健康で安心して過ごせ、生きがいの持てる地域福祉推進体制の確立【高齢

者福祉・障がい者福祉】 （再掲） 

   ・人材の確保と育成【高齢者福祉・障がい者福祉】   

   ・公共施設や地域環境のバリアフリー化の徹底【高齢者福祉・障がい者福祉】 （再掲） 

   ・障がい者への全般的な援護体制の整備【高齢者福祉・障がい者福祉】 （再掲） 

  〇防疫対策   

   ・健康増進に必要な情報の収集・提供【保健・健康づくり】   

   ・健康づくりの推進と支援【保健・健康づくり】 （再掲）   

   KPI 

   医療従事者          5人確保  

   介護、福祉人材        5人確保  

3 行政機能の確保 
 3-1 町内外における行政機能の大幅な低下 

  〇災害対策本部機能等の強化   

   ・防災意識の啓蒙のための防災訓練の実施【防災】 （再掲）   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

   ・防災行政無線の有効活用【防災】 （再掲）   

   ・役場庁舎及び消防庁舎の更新と機能強化【行政・財政】 （再掲）   

  〇行政の業務継続体制の整備   

   ・機能的・能率的な行政組織の編成【行政・財政】   

   ・横断的な業務遂行体制の確立【行政・財政】   

   ・情報化への対応【行政・財政】 （再掲）   

   ・職員の意識改革【行政・財政】   

   ・適正な人材育成のための研修の充実【行政・財政】   

  〇広域応援・受援体制の整備   

   ・積極的な交流事業の推進【島外との地域間交流】   
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 ・高齢者や障がい者などが健康で安心して過ごせ、生きがいの持てる地域福祉推進体制の確立【高齢

者福祉・障がい者福祉】 （再掲） 

   ・救急体制の充実【消防・救急】 （再掲）   

   ・広域行政組合・観光物産公社との連携活動の強化【行政・財政】   

   ・対岸市町村との連携体制の強化【行政・財政】   

   KPI 

   階層別人材育成研修      年間 4回  

   分野別能力向上研修      年間 5回  

4 ライフラインの確保 
 4-1 長期的又は広範囲なエネルギー供給の停止  

  〇再生可能エネルギーの導入拡大等   

   ・基盤整備の促進【農林業】 （再掲）   

   ・林産業の維持【農林業】 （再掲）   

   ・産業創出や起業・創業の支援【新たな産業・雇用】   

   ・「奥尻町新エネルギービジョン」の活用【環境・エネルギー】   

   ・産業交流の推進【産業交流】   

   ・温泉等の有効利用の促進【環境・エネルギー】   

  〇電力基盤等の整備   

   ・社会生活全般に必要な電力の供給体制の確立【環境・エネルギー】 （再掲）   

   ・安定した電源開発の推進【環境・エネルギー】   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

  〇石油燃料供給の確保   

   ・灯油備蓄施設の有効利用の促進【環境・エネルギー】   

   KPI 

   なし  

 4-2 食料の安定供給の停滞  

  〇食料生産基盤の整備   

   ・資源管理型漁業の推進【水産業・水産加工業】   

   ・近海資源増大対策の推進【水産業・水産加工業】   

   ・水産加工業の振興と担い手の育成【水産業・水産加工業】   

   ・漁業者の高齢化に伴う就労環境の改善【水産業・水産加工業】   

   ・港湾及び各漁港の整備と維持管理【水産業・水産加工業】 （再掲）   

   ・町と関係機関・団体との連携の推進【水産業・水産加工業】   

   ・基盤整備の促進【農林業】 （再掲）   

   ・経営面の支援【農林業】   

   ・多様な担い手の育成【農林業】   

   ・雇用の場の創出【新たな産業・雇用】 （再掲）   

  〇食料品の販路拡大・産地備蓄の推進   

   ・販売流通対策の推進【水産業・水産加工業】 （再掲）   

   ・水産物の島内消費率の向上【水産業・水産加工業】   

   ・新規作物の導入と研究【農林業】   

   ・農畜産物の島内消費率の向上【農林業】   

   ・販売流通対策の推進【農林業】 （再掲）   

   ・商店街及び商店の活性化【商業・鉱業・工業】   

   ・新商品の開発【商業・鉱業・工業】   

   ・地場産品愛用運動の推進【商業・鉱業・工業】   

   ・離島価格の是正【商業・鉱業・工業】   

   ・観光地としての魅力向上【観光】   

   ・産業交流の推進【産業交流】 （再掲）   

   ・各分野での ICTの利用促進【高度情報化】 （再掲）   
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   KPI 

   なし  

 4-3 上下水道等の長期間にわたる機能停止 

  〇水道施設等の防災対策   

   ・安定した水の供給【上下水道】 （再掲）   

  〇下水道施設等の防災対策   

   ・計画的な下水道の整備【上下水道】   

   ・下水道未整備地区へのトイレの水洗化及び汚水処理、合併処理槽の推進【上下水道】 

   ・施設の整備【上下水道】   

   KPI 

   簡易水道の普及率     90.2%（R5）  

   下水道の普及率      100％（R12）  

 4-4 町外との基幹交通及び地域交通ネットワークの機能停止 

  〇交通ネットワークの整備   

   ・道道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・町道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・維持管理設備の充実【道路・交通機関】   

   ・バス路線の整備【道路・交通機関】   

  〇道路施設の防災対策等   

   ・道道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・町道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

  〇空港等の機能強化   

   ・港湾及び各漁港の整備と維持管理【水産業・水産加工業】 （再掲）   

   ・奥尻空港の活用【観光】   

   ・港湾の維持管理【観光】 （再掲）   

   ・防災体制の拠点としての空港維持管理及び港湾・漁港の有効活用【防災】 （再掲） 

   ・海岸保全の充実【防災】 （再掲）   

   ・港湾の整備及び維持管理の推進【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・航路の整備【道路・交通機関】   

   ・空港の計画的な活用【道路・交通機関】   

   ・航空路の整備【道路・交通機関】   

   KPI 

   長寿命化点検対象橋梁数     12橋（R4）  

    推進事業 

    奥尻１号線改良工事 

    奥尻中央線外２６路線（除雪） 

5 経済活動の機能維持 
 5-1 長期的又は広範囲なサプライチェーンの寸断や中枢機能の麻痺等による企業活動等の停滞 

  〇リスク分散を重視した企業立地等の促進   

   ・水産加工業の振興と担い手の育成【水産業・水産加工業】 （再掲）   

   ・土地の有効利用【土地利用】   

  〇企業の業務継続体制の強化   

   ・商工会組織の機能強化【商業・鉱業・工業】   

   ・後継者の育成支援【商業・鉱業・工業】   

   ・足腰の強い工業の創設【商業・鉱業・工業】   

   ・多様な人材の育成【商業・鉱業・工業】   

   KPI 

   なし  

 5-2 町内外における物流機能等の大幅な低下 

  〇港湾等の機能強化   

   ・港湾及び各漁港の整備と維持管理【水産業・水産加工業】 （再掲）   

   ・奥尻空港の活用【観光】 （再掲）   
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   ・港湾の維持管理【観光】 （再掲）   

   ・防災体制の拠点としての空港維持管理及び港湾・漁港の有効活用【防災】 （再掲） 

   ・海岸保全の充実【防災】 （再掲）   

   ・港湾の整備及び維持管理の推進【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・航路の整備【道路・交通機関】   

  〇陸路における流通拠点の機能強化   

   ・林産業基盤整備【農林業】   

   ・鉱業施設の改善【商業・鉱業・工業】   

   ・道道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・町道の整備【道路・交通機関】 （再掲）   

   ・維持管理設備の充実【道路・交通機関】 （再掲）   

   KPI 

   長寿命化点検対象橋梁数     12橋（R4）   

    推進事業 

    奥尻１号線改良工事  

    奥尻中央線外２６路線（除雪） 

6 二次災害の抑制 
 6-1 ため池の機能不全等による二次災害の発生 

  〇ため池の防災対策   

   ・「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」に基づいた、点検及び修繕の実施【農林業】 

   KPI 

   なし  

 6-2 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

  〇森林の整備・保全   

   ・林産業の維持【農林業】 （再掲）   

   ・林産業基盤整備【農林業】 （再掲）   

   ・森林機能の保全【農林業】 （再掲）   

   ・景観の保全【景観・自然環境保全】 （再掲）   

   ・自然と調和する開発の推進【景観・自然環境保全】 （再掲）   

   ・急傾斜地の予防治山と崖崩れや土砂流出など災害跡地復旧対策の体制づくり【防災】 （再掲） 

  〇農地・農業水利施設等の保全管理   

   ・基盤整備の促進【農林業】 （再掲）   

   KPI 

   なし  

7 迅速な復旧・復興等 

 7-1 災害廃棄物の処理や仮設住宅の整備等の停滞による復旧・復興の大幅な遅れ 

  〇災害廃棄物の処理体制の整備   

   ・地域防災計画の見直し・改訂【防災】 （再掲）   

  〇地籍調査の実施   

   KPI 

   なし  

 7-2 復旧・復興等を担う人材の絶対的不足や地域コミュニティの崩壊  

  〇災害対応に不可欠な建設業との連携   

  〇行政職員の活用促進   

   ・地域活動への職員参加促進【行政・財政】   

  〇人材育成   

   ・漁業後継者の育成の推進【水産業・水産加工業】   

   ・多様な担い手の育成【農林業】 （再掲）   

   ・後継者の育成支援【商業・鉱業・工業】 （再掲）   

   ・雇用の場の創出【新たな産業・雇用】 （再掲）   

   ・産業創出や起業・創業の支援【新たな産業・雇用】 （再掲）   
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   ・観光に関わる人材の育成【観光】 （再掲）   

   ・質の高い人材の育成【医療・病院】 （再掲）   

   ・障がい者への全般的な援護体制の整備【高齢者福祉・障がい者福祉】 （再掲） 

   ・島ぐるみでの子育て支援サービスの充実【子育て】   

   ・就学前教育の振興【教育】 （再掲）   

   ・新たなコミュニティ活動の推進【地域コミュニティ】 （再掲）   

   ・人材育成・人的交流の促進【町民参加のまちづくり】   

   ・職員の意識改革【行政・財政】 （再掲）   

   ・適正な人材育成のための研修の充実【行政・財政】 （再掲）   

   KPI 

   なし  
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第 4章 奥尻町総合開発計画審議会条例 
 

○奥尻町総合開発計画審議会条例 

昭和 45年５月 12日条例第７号 

奥尻町総合開発計画審議会条例 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基づき、奥尻町総合開発計画審議

会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、町長の諮問に応じ町の総合開発計画の策定、その他、その実施に関し、必要な調査及び審議

を行う。 

（組織） 

第３条 審議会は委員 50人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱又は任命する。 

(１) 町議会の議員 

(２) 町教育委員会の委員 

(３) 町農業委員会の委員 

(４) 国又は道の地方行政機関の職員 

(５) 町の区域内の公共的団体の役員及び職員 

(６) 学識経験を有する者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員が委嘱又は、任命された時における当該身分を失った場合は、委員を辞したものとみなす。 

３ 委員の再任は妨げない。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は、会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会長は、会議の議長となる。 

４ 議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（専門委員会） 

第７条 審議会に、次の専門委員会（以下「委員会」という。）を設け、会長の指名する委員をもって組織する。 

(１) 総括委員会 

(２) 生活環境専門委員会 

(３) 福祉文教専門委員会 

(４) 産業専門委員会  
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２ 委員会は、会長から付託された専門事項について審議答申する。 

３ 各委員会の所掌事項は、別表のとおりとする。 

４ 各委員会に正副委員会長各１名を置きそれぞれの委員会に属する委員のうちから互選する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し、必要な事項は町長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 54年 10月１日条例第 23号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 57年 12月 18日条例第 15号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年３月 30日条例第 24号） 

この条例は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年 12月 20日条例第 38号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 15年９月 25日条例第 22号） 

この条例は、平成 15年 10月１日から施行する。 

附 則（平成 18年６月 20日条例第 23号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 18年 10月１日から施行する。 

附 則（平成 21年６月 17日条例第 22号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 21年７月１日から施行する。 

別表（第７条関係） 

専門委員会の所掌事項 

専門委員会名 所管事項 

１ 総括委員会 総合調整 

２ 生活環境専門委員会  土地利用、住宅、公害環境保全、公園、自然保護、バス交通、

防災消防、通信救急、その他生活環境整備に関する事項 

３ 福祉文教専門委員会 ボランティア、老人児童、母子福祉、低所得者福祉、保健衛

生、医療、労働、学校教育、社会教育、芸術文化、その他福祉

文教に関する事項 

４ ４ 産業専門委員会 水産業、農業、林業、畜産、商工、観光、航空路、海上航路、

道路、河川、治山、エネルギー、その他産業に関する事項 
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第 5章 奥尻町総合開発計画審議会 委員名簿 
 

奥尻町総合開発計画審議会条例に基づいて、『第 6 期奥尻町発展計画』の策定、その他、その実施に関し、必要な調

査及び審議を行っていただいた委員の皆さまは、下表に示す通りです。 

 

氏  名 所管事項 役   職 
工 藤   勇   奥尻町議会議長 

齋 藤 伸 彦   奥尻町議会副議長 

水 野   諭   奥尻町議会総務産業常任委員会委員長 

木 村 博 昭 防災消防 奥尻消防団長 

上 原 徳 貴 その他 檜山森林管理署奥尻森林事務所森林官 

松 原 史 尚 その他 道南うみ街信用金庫奥尻支店長 

工 藤   勇 その他 奥尻町交通安全協会長 

永 洞   博 その他 奥尻町町内会連合会長 

神 崎 由美子 防災消防 奥尻町赤十字奉仕団委員長 

磯 江   豊 防災消防 航空自衛隊奥尻島分屯基地司令 

阿 部 節 子 防災消防 奥尻町婦人防火クラブ会長 

水 野 展 久 その他 奥尻郵便局長 

寺 田   実 その他 江差警察署奥尻駐在所長 

坂 本   敬 その他 奥尻町民生委員協議会長 

佐 藤 和 信 社会教育 奥尻町社会教育委員長 

吉 岡   栄 学校教育 青苗小学校長・青苗幼稚園長 

上 野 史 朗 老人児童 社会福祉法人奥尻福祉会理事長 

佐 藤 康 博 学校教育 社会教育 奥尻町教育委員 

竹 下 和 良 医療 奥尻町国民健康保険病院長 

田 中 利 行 老人児童 母子福祉 奥尻町社会福祉協議会長 

菊 地 賢 行 社会教育 奥尻町スポーツ推進委員会委員長 

小 林 賢 三 ボランティア 奥尻町ボランティアセンター会長 

宮腰屋   由 学校教育 奥尻中学校長 

佐 野 住 夫 学校教育 奥尻高等学校長 

赤 井 優 子 学校教育 奥尻小学校長・奥尻幼稚園長 

工 藤 明 子 その他 奥尻町女性団体連絡協議会長 

明 上 雅 孝 商工 奥尻商工会長 

松 川 治 樹 商工 奥尻商工会事務局長 

成 田 久美子 商工 奥尻商工会女性部長 

制 野 征 男 観光 奥尻島観光協会長 

坂 本 治 広 水産業 ひやま漁業協同組合奥尻支所長 

川 瀬 美 弘 水産業 ひやま漁業協同組合青年部奥尻支部長 

櫻 花 綾 子 水産業 ひやま漁業協同組合女性部奥尻支部長 

澤 田   尚 水産業 檜山振興局檜山地区水産技術普及指導所長奥尻支所長 

海老原   孝 その他 奥尻建設協会長 

三 上 勝 廣 その他 奥尻町技能者協会長 

川 瀬 勝 彦 海上航路 ハートランドフェリー㈱奥尻支店長 

海老原   浩 農業 奥尻町農業委員会長 

太 田 智代志 道路、河川 渡島総合振興局函館建設管理部奥尻出張所長 
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